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伺 い

文書回答手続は、納税者サービスの一環として、具体的な取引等に係る税法の適用等に関して、

文書による回答を求める納税者からの申告期限前の照会 (以下「事前照会」という。)に対して、

一定の要件の下、回答を文書で行うとともに、その内容を公表することにより、他の納税者に対し

ても税法の適用等に関する予測可能性を与えることを目的として実施している。

今回、この文書回答手続について、納税者利便の一層の向上及び事務処理の適正化の観点から、

所要の整備を行い、現行の事務運営指針を別案のとおり改正することとしたい。

「

) (注)なお、「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の一部改正

について (事務運営指針)については、本事務運営指針の改正と同時に発遣することを予定し

ている。
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「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等に
ついて」

の一部改正について (事務運営指針 )

題のことについては、平成14年 6月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同
「事前照会に対する文

答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の一部を下記
のとおり改正したから、平

0年 4月 1日 以後に受け付けた事前照会に対する文書回答手続等
については、これにより適

切に実施されたい。

(趣旨)

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等につ
いて、納税者利便の一層の向上及び事務処

理の適正化の観点から、所要の整備を行うものである。

記

“
型V
別係二1及び 2「新旧対照表」の

「改正前」欄に掲げる部分を
「改正後」欄のように改める。
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fi^,l 新 旧 対 照 表

(注)ア ンダーラインを付した部分は、改正部分である。

改 正 後 口11改

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針 )

標題のことについて、下記のとおり定めたから、平成 14年 7月 10日 以降

は、これにごり適切に実施されたい。

なお、平成 13年 6月 22日付課総 1-19ほか8課共同「事前照会に対する

文書回答の実施について (事務運営指針)」 は、平成 14年 7月 9日 をもって

廃止する。

(趣旨)

事前照会に対する文書回答は、納税者サービスの一環として、個別の取引、

事実等 (以下「取引等」という。)に係る税務上の取扱い等に関する事前照会

に対する回答を文書により行うとともに、その内容を公表することにより、

同様の取引等を行う他の納税者に対しても国税 (関税、とん税及び特別とん

税を除く。以下同じ。)に関する法令の適用等について予測可能性を与えるこ

とを目的として実施している。

今般、東京国税局及び大阪国税局の課税第一部に審理課、その他の国税局

の課税 (第一)部に審理官が設置されることに伴い、平成 14事務年度以後の

事前照会に対する文書回答に係る事務処理手続等を定めたものである。

記

1 文書回答を行う対象となる事前照会の範囲
文書回答の趣旨を踏まえ、次の要件のすべてを満たす事前照会に対して、

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針 )

標題のことについて、下記のとおり定めたから、平成 14年 7月 10日 以降

は、これにより適切に実施されたい。

なお、平成 13年 6月 22日付課総 1二 19ほか 8課共同 「事前照会に対する

文書回答の実施について (事務運営指針 )」 は、平成 14年 7月 9日 をもって

廃止する。 ・

記

1 文書回答を行う対象となる事前照会の範囲
文書回答の趣旨を踏まえ、次の要件のすべてを満たす事前照会に対して、

⊃
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(趣旨)

事前照会に対する文書回答は、納税者サービスの一環として、個別の取引、

事実等 (以下「取引等」という。)に係る税務上の取扱い等に関する事前照会

に対する回答を文書により行うとともに、その内容を公表することにより、

同様の取引等を行う他の納税者に対しても国税 (関税、とん税及び特別とん

税を除く。以下同じ。)に関する法令の適用等について予測可能性を与えるこ

とを目的として実施している。

今般、東京国税局及び大阪国税局の課税第一部に審理課、その他の国税局

の課税 (第一)部に審理官が設置されることに伴い、平成 14事務年度以後の

事前照会に対する文書回答に係る事務処理手続等を定めたものである。
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事前照会者の求める見解への回答を文書により行うこととする。

ただし、国税に関する法令に定める承認申請等に係るもの、譲渡所得等

の課税の特例に係る事前協議、国等に対する寄附金の事前確認、独立企業

間価格の算定方法等の確認、同業者団体等からの照会に対する文書回答な

ど、それぞれの趣旨。目的に基づいて別途事務運営指針等により手続が定

められているものについては、当該事務運営指針等によることに留意する。

(1)事前照会者が行う取引等に係る国税に関する法令の解釈・適用その他

税務上の取扱いに関する事前照会であること

(2)申告期限前 (源泉徴収等の場合は納期限前)の事前照会であること

(3)仮定の事実関係や複数の選択肢がある事実関係に基づくものではな

く、実際に行われたユユ1笠又は」聖超匠2孟
=2取
引等で個別且生的な資

料の提出が可能なものに係る事前照会であること

(注 ) 「複数の 択肢がある事実関係に基づくものではなく.1と は、

つの照会文書において前提としている事実関係が複数ではなく一つ

であるこ止塑圭
=L_(4)事前照会者が、事前照会の申出の際に、後記 3(2)のイからチまでの事

項を記載した書面並びにり及びヌの書類を提出するとともに、照会内容

の審査の際に、審査に必要な追加的な資料の提出に応じること

(5)照会内容及び回答内容が公表されること、公表に関して取引等関係者

の了解を得ること、並びに仮に公表について取引等関係者間で紛争が起

こった場合には、事前照会者の責任において処理することについて、事

前照会者が同意していること

(6)調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免許若しくは酒類の販売業免

許又は酒類行政に関係する事前照会でないこと

(7)取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去

に公表された質疑事例等において明らかになっているものに係る事前照

会でないこと

(8)個々の財産の評価や取引等価額の算定に関する事前照会でないこと

事前照会者の求める見解への回答を文書により行うこととする。

ただし、国税に関する法令に定める承認申請等に係るもの、譲渡所得等

の課税の特例に係る事前協議、国等に対する寄附金の事前確認、独立企業

間価格の算定方法等の確認、同業者団体等からの照会に対する文書回答な

ど、それぞれの趣旨。目的に基づいて別途事務運営指針等により手続が定

められているものについては、当該事務運営指針等によることに留意する。

(1)事前照会者が行う取引等に係る国税に関する法令の解釈・適用その他

税務上の取扱いに関する事前照会であること

(2)申告期限前 (源泉徴収等の場合は納期限前)の事前照会であること

(3)仮定の事実関係や複数の選択肢がある事実関係に基づくものではな

く、実際に行われた又は整塞に生われる取引等に係る事前照会であるこ

と

(新設)

(4)事前照会者が、事前照会の申出の際に、後記 3(2)のイからチまでの事

項を記載した書面並びにり及びヌの書類を提出するとともに、照会内容

の審査の際に、審査に必要な追加的な資料の提出に応じること

(5)奎並胆全益笙二照会内容及び回答内容が公表されるこキ、公表に関し

て取引等関係者の了解を得ること、並びに仮に公表について取引等関係

者間で紛争が起こった場合には、事前照会者の責任において処理するこ

とについて、事前照会者が同意していること

(6)調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免許若しくは酒類の販売業免

許又は酒類行政に関係する事前照会でないこと

(7)取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去

に公表された質疑事例等において明らかになつているものに係る事前照

会でないこと

(8)個々の財産の評価や取引等価額の算定に関する事前照会でないこと

，
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(9)以上のほか、事前照会の内容が次に掲げるような性質を有しないもの

であること

イ 実地確認や取引等関係者等への照会等による事実関係の認定を必要
とするもの

口 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの
ハ 事前照会に係る取引等が、法令等に抵触し、又は抵触するおそれが
あるもの

二 事前照会に係る取引等と同様の事案について、税務調査中・不服申
立て中。税務訴訟中である等、税務上の紛争等が生じているもの

ホ 事前照会に係る取引等について、取引等関係者間で紛争中又は紛争
のおそれが極めて高いもの

へ 同族会社等の行為又は計算の否認等に関わる取引等、通常の経済取
引としては不合理と認められるもの

卜 税の軽減を主要な目的とするもの
チ ー連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの
り 事前照会者や事前照会に係る取引等関係者が、租税条約における明
確な情報交換協定がない等、我が国の国税当局による情報収集や事実

確認が困難な国や地域の居住者等 (当該国、地域に住所又は居所を有

する個人及び当該国、地域に本店又は主たる事務所を有する法人をい

う。)であるもの

ヌ 上記イからりまでのほか、本手続による文書回答が適切でないと認
められるもの

(例示)

① 回答内容が歪曲して宣伝される等、文書回答が、国税に関する法
令の適用等についての予測可能性を与えるという本来の目的に反す

る形で利用されるおそれがある場合

② 事前照会の前提となる国税に関する法令以外の法令等により決定
されるべき事項が未解決である場合
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(9)以上のほか、事前照会の内容が次に掲げるような性質を有しないもの

であること

イ 実地確認や取引等関係者等への照会等による事実関係の認定を必要
とするもの

口 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの
ハ 事前照会に係る取引等が、法令等に抵触し、又は抵触するおそれが
あるもの

二 事前照会に係る取引等と同様の事案について、税務調査中・不服中
立て中。税務訴訟中である等、税務上の紛争等が生じているもの

ホ 事前照会に係る取引等について、取引等関係者間で紛争中又は紛争
のおそれが極めて高いもの

へ 同族会社等の行為又は計算の否認等に関わる取引等、通常の経済取
引としては不合理と認められるもの

卜 税の軽減を主要な目的とするもの
チ ー連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの
り 事前照会者や事前照会に係る取引等関係者が、租税条約における明
確な情報交換協定がない等、我が国の国税当局による情報収集や事実

確認が困難な国や地域の居住者等 (当該国、地域に住所又は居所を有

する個人及び当該国、地域に本店又は主たる事務所を有する法人をい

う。)であるもの

ヌ 上記イからりまでのほか、本手続による文書回答が適切でないと認
められるもの

(例示)

① 回答内容が歪曲して宣伝される等、文書回答が、国税に関する法
.令の適用等についての予測可能性を与えるという本来の目的に反す

る形で利用されるおそれがある場合

② 事前照会の前提となる国税に関する法令以外の法令等により決定
されるべき事項が未解決である場合
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③ 法令の改正過程にあるものであり、現状における文書回答が困難
である場合

2 事務処理体制の概要
事前照会に対する文書回答に係る事務処理体制の概要については、次の

とおりとする。

(1)照会文書の受付窓口

事前照会は、原則として、事前照会者の照会内容に係る税目の納税地

の所轄税務署 (以下「署」という。)において受け付ける。
ただし、次に掲げる事前照会は、それぞれ次に定める署又は国税局 (沖

縄国税事務所を含む。以下「局」という。)の部署において受け付ける。
イ 調査課所管法人の法人税及び消費税の事前照会
当該法人を所管する局の調査管理課 (関東信越、東京、名古屋及び

大阪国税局にあつては調査審理課、沖縄国税事務所にあっては調査課.を
いう。以下同じよ)

口 酒税の事前照会
その酒類等の製造場等又は酒類の販売場の所在地の所轄署。ただし、

その酒類の製造場等が局所管酒類製造場等である場合は、当該製造場

等の所在地の所轄局の酒税課 (沖縄国税事務所にあつては間税課をい

う。以下同じ。)

ハ 間接諸税 (印紙税を除く。)の事前照会
その製造場等の所在地の所轄局の消費税課 (沖縄国税事務所にあつ

ては間税課をいう。以下同じ。)

(2)局における審査事務の体制

署又は局の部署で受け付けた事前照会は、局の審理課 (審理課が設置

されていない局にあつては審理官、沖縄国税事務所にあつては課税総括

課をいう。以下同じ。)で審査を担当するが、この場合、局の課税総括課、

個人課税課、資産課税課、資産評価官、法人課税課、消費税課及び調査

③ 法令の改正過程にあるものであり、現状における文書回答が困難
である場合

事務処理体制の概要

事前照会に対する文書回答に係る事務処理体制の概要については、次の

とおりとする。

(1)照会文書の受付窓口

事前照会は、原則として、事前照会者の照会内容に係る税目の納税地

の所轄税務署 (以下「署」という。)において受け付ける。
ただし、次に掲げる事前照会は、それぞれ次に定める署又は国税局 (沖

縄国税事務所を含む。以下「局」という。)の部署において受け付ける。
イ 調査課所管法人の法人税及び消費税の事前照会
当該法人を所管する局の調査管理課 (関東信越、東京、名古屋及び

大阪国税局にあっては調査審理課、沖縄国税事務所にあっては調査課

をいう。以下同じ。)

口 酒税の事前照会
その酒類等の製造場等又は酒類の販売場の所在地の所轄署。ただし、

その酒類の製造場等が局所管酒類製造場等である場合は、当該製造場

等の所在地の所轄局の酒税課 (沖縄国税事務所にあつては間税課をい

う。以下同じ。)

ハ 間接諸税 (印紙税を除く。)の事前照会
その製造場等の所在地の所轄局の消費税課 (沖縄国税事務所にあっ

ては間税課をいう。以下同じ。)

(2)局における審査事務の体制 .

署又は局の部署で受け付けた事前照会は、局の審理課 (審理課が設置

されていない局にあっては審理官、沖縄国税事務所にあつては課税総括

課をいう。以下同じ。)で審査を担当するが、この場合、局の課税総括課 .

個人課税課、資産課税課、資産評価官、法人課税課、消費税課及び調査
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管理課 (以下「主務課等」という。)と必要に応じて協議を行うこととす

、る。

ただし、酒税に関する審査等は、局の酒税課において行う。

(3)庁への上申又は進達

局は、2(2)の事前照会のうち重要な先例となるような事案については

国税庁 (以下「庁」という。)の審理室又は酒税課へ上申するほか、当該

事案のうち庁において審査すべきと判断されるものについては庁へ進達

する。

(注 )

1 重要な先例となる事案とは、例えば、次のようなものをいう。
イ 新たに創設された税制に関連した取引等に関する照会で、その
取扱いが明らかにされていないもの

口 新たな金融商品に関する課税関係の照会で、多数の法律関係が
絡む等のため、局における判断が困難と認められるもの

2 庁において審査すべきものとは、例えば、その内容が全国的に波
及し、解釈や取扱いを統一する必要のあるものをいう。

3 事前照会時の対応及び提出書類等
国税に関する法令の適用等に関して、事前照会者から文書による回答を

求める照会があつた場合には、次のように対応する。

(1)照会応答担当者 (2(1)の署又は局の部署において、照会事項に対する

応答事務を担当する者として、局の主務課等 (酒税課を含む。)が指定し

た者をいう。以下同じ。)は、事前照会者に対して、本手続の趣旨・要件

等を適切に説明する。

(注)事前照会者の納税地の所轄署 (局)以外の署 (局 )(以下「所轄外
部署」という。)に対して事前照会があった場合には、所轄外部署の

照会応答担当者は、事前照会者に対して、事前照会の窓日は 2(1)

に定める部署である旨説明するとともに、事前照会があった旨等を

管理課 (以下「主務課等」という。)と 必要に応じて協議を行うこととす

る。

ただし、酒税に関する審査等は、局の酒税課において行う。

(3)庁への上申又は進達

局は、2(2)の事前照会のうち重要な先例となるような事案については

国税庁 (以下「庁」という。)の審理室又は酒税課へ上申するほか、当該
事案のうち庁において審査すべきと判断されるものについては庁へ進達

する。

(注)

1 重要な先例となる事案とは、例えば、次のようなものをいう。
イ 新たに創設された税制に関連した取引等に関する照会で、その
取扱いが明らかにされていないもの

口 新たな金融商品に関する課税関係の照会で、多数の法律関係が
絡む等のため、局における判断が困難と認められるもの

2 庁において審査すべきものとは、例えば、その内容が全国的に波
及し、解釈や取扱いを統一する必要のあるものをいう。

3 事前照会時の対応及び提出書類等
国税に関する法令の適用等に関して、事前照会者から文書による回答を

求める照会があった場合には、次のように対応する。

(1)照会応答担当者 (2(1)の署又は局の部署において、照会事項に対する

応答事務を担当する者として、局の主務課等 (酒税課を含む。)が指定し

た者をいう。以下同じ。)は、事前照会者に対して、本手続の趣旨・要件

等を適切に説明する。

(注)事前照会者の納税地の所轄署 (局)以外の署 (局)(以下「所轄外
部署」という。)に対して事前照会があった場合には、所轄外部署の

照会応答担当者は、事前照会者に対して、事前照会の窓口は2(1)

に定める部署である旨説明するとともに、事前照会があった旨等を
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同部署に対して速やかに連絡する。

(2)照会応答担当者は、照会内容が明らかに 1に掲げる要件を満たしてい

ないと判断される場合を除き、次のイからチまでの事項を記載した書面

並びにり及びヌの書類 (「次のイからチまでの事項を記載した書面」につ

いては別紙 1の様式参照。以下、照会事項に関係する参考資料を含めて
「照会文書」という。)を提出することにより本手続に基づく事前照会が

できる旨及び審査の結果次第では、今後、文書回答を行わないこととな

る可能性がある旨を、事前照会者に対して説明する。

(注)照会内容が明らかに 1に掲げる要件を満たしていないと判断され
・ る場合にあっては、本手続の趣旨・要件等に照らし文書回答は行わ

ない旨説明する。

イ 法令解釈・適用上の疑義の要約及びこれに対する事前照会者の求め
る見解の内容

口 照会事項に関係する取引等関係者の名称 (すべて実名とする。)、 取
引等における権利・義務関係などの具体的な事実関係

ハ 3(2)口 の事実関係に対して法令の適用又は先例の適用等からなる

事前照会者の求める見解となることの理由 (具体的な根拠となる事例、

裁判例、学説及び既に公表されている弁護士、税理士、公認会計士等
.の
見解を含む。)

二 取引等に係る申告期限又は納期限
ホ 関係する法令条項等
へ 審査に必要な資料の提出に事前照会者が同意する旨
卜 照会内容及び回答内容が公表されること、公表に関して取引等関係
者の了解を得ること、並びに仮に公表について取引等関係者間で紛争

が起こった場合には、事前照会者の責任において処理することについ

て、事前照会者が同意する旨

チ 照会文書のうちに、日本語以外の言語で記述されているものが含ま
れている場合には、局の審理課又は酒税課の求めに応じて、照会文書

同部署に対して速やかに連絡する。

(2)照会応答担当者は、照会内容が明らかに 1に掲げる要件を満たしてい

ないと判断される場合を除き、次のイからチまでの事項を記載した書面

並びにり及びヌの書類 (「次のイからチまでの事項を記載した書面」につ

いては別紙 1の様式参照。以下、照会事項に関係する参考資料を含めて
「照会文書」という。)を提出することにより本手続に基づく事前照会が

できる旨及び審査の結果次第では、今後、文書回答を行わないこととな

る可能性がある旨を、事前照会者に対して説明する。

(注)照会内容が明らかに 1に掲げる要件を満たしていないと判断され
る場合にあっては、本手続の趣旨。要件等に照らし文書回答は行わ

ない旨説明する。

イ 法令解釈・適用上の疑義の要約及びこれに対する事前照会者の求め
る見解の内容

口 照会事項に関係する取引等関係者の名称 (すべて実名とする。)、 取
引等における権利・義務関係などの具体的な事実関係

ハ 3(2)口 の事実関係に対して法令の適用又は先例の適用等からなる

事前照会者の求める見解となることの理由 (具体的な根拠となる事例、

裁判例、学説及び既に公表されている弁護士、税理士、公認会計士等

の見解を含む。)

二 取引等に係る申告期限又は納期限
ホ 関係する法令条項等
へ 審査に必要な資料の提出に事前照会者が同意する旨
卜 事重に 照会内容及び回答内容が公表されること、公表に関

して取引等関係者の了解を得ること、並びに仮に公表について取引等

関係者間で紛争が起こつた場合には、事前照会者の責任において処理

することについて、事前照会者が同意する旨

チ 照会文書のうちに、日本語以外の言語で記述されているものが含ま
れている場合には、局の審理課又は酒税課の求めに応じて、照会文書
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に加え、その内容を網羅的に日本語に翻訳した資料 (当該翻訳の責任

者名の記述を含む。)を提出することに事前照会者が同意する旨
り 事前照会に係る取引等に関するすべての契約書及び審査に必要と思
われる資料等の写し等関係書類′

ヌ チェックシー ト (取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会
用)(別紙 1-4の様式参照)

4 受理時の形式審査事務等
(1)形式審査事務及び補正要求事務

イ 照会応答担当者は、照会文書を受理した場合には、形式審査表 (別
紙 2の様式参照)により、当該照会文書に3(2)イ からチまでの事項の

記載があること並びにり及びヌの書類の提出があることを確認し、そ

の記載事項に不明な点があるとき又は必要な参考資料が不足している

ときには、事前照会者に対して記載事項の補正又は参考資料の提出等

を速やかに求めるとともに、当該照会文書に基づき所要事項を一般事

_務 整理簿に記載する。
・ また、照会応答担当者は、事前照会者に対して、次の事項を確実に

伝える。

(イ)審査の状況等によつては、文書回答を行う前に申告期限等が到来
する場合が生じるが、この場合には、実際に提出された申告に基づ

き事実関係等を審理する必要があるため、事前照会に対する文書回

答は行わない旨

(口 )事前照会に対する文書回答がないことを理由に申告期限や納期限
が延長されることはない旨

(ハ)事前照会に対する文書回答については、不服申立ての対象とはな

らない旨

(注)事前照会者から所轄外部署に照会文書の提出があった場合に
は、所轄外部署から所轄署 (局)へ当該照会文書を速やかに移

に加え、その内容を網羅的に日本語に翻訳した資料 (当該翻訳の責任

者名の記述を含む。)を提出することに事前照会者が同意する旨
り 事前照会に係る取引等に関するすべての契約書及び審査に必要と思
われる資料等の写し等関係書類

ヌ チェックシー ト (取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会
用)(別紙 1-4の様式参照)

4 受理時の形式審査事務等
(1)形式審査事務及び補正要求事務

イ 照会応答担当者は、照会文書を受理した場合には、形式審査表 (別
紙 2の様式参照)により、当該照会文書に3(2)イ からチまでの事項の

記載があること並びにり及びヌの書類の提出があることを確認し、そ

の記載事項に不明な点があるとき又は必要な参考資料が不足している

ときには、事前照会者に対して記載事項の補正又は参考資料の提出等

を速やかに求めるとともに、当該照会文書に基づき所要事項を一般事

務整理簿に記載する。

また、照会応答担当者は、事前照会者に対して、次の事項を確実に

伝える。

(イ)審査の状況等によつては、文書回答を行う前に申告期限等が到来
する場合が生じるが、この場合には、実際に提出された申告に基づ

き事実関係等を審理する必要があるため、事前照会に対する文書回

答は行わない旨

(口)事前照会に対する文書回答がないことを理由に申告期限や納期限
が延長されることはない旨

(ハ)事前照会に対する文書回答については、不服申立ての対象とはな
らない旨

(注)事前照会者から所轄外部署に照会文書の提出があった場合に
は、所轄外部署から所轄署 (局)へ当該照会文書を速やかに移
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_送し、所轄署 (局)において処理するとともに、移送を行った

旨を事前照会者に対して伝える。

口 照会応答担当者は、当該照会文書に係る事前照会が 1(1)から(8)ま
でに掲げる要件を満たすものであるか否かを可能な限り確認し、文書

回答の対象とならない事前照会に当たると考えられる場合には、事前

照会者に対して、文書回答の趣旨や範囲等を説明した上で、今後、文

書回答を行わないこととなる可能性がある旨を伝えるなど適切に対応

する。

(注)文 書回答を行わない場合であっても、日頭による回答が可能な
事前照会については、内容を審査して、国頭による回答を行うこ

とに配意する。

(2)取下書処理事務

事前照会者から、′事前照会に係る取引等の中止や前提となる事実関係

の変更等により、当該照会文書を取り下げたい旨の申出があった場合に

は、照会応答担当者は、取下書 (任意様式。以下同じ。)の提出を求める。

照会応答担当者は、取下書を受理した場合には、その処理のてん末を一

般事務整理簿に記載し、当該取下書に係る照会文書とともに、日付順又

は項目別に編てつし、文豊回螢関係書類として保存する。

(3)局審理課等への進達事務等

照会応答担当者は、受理した照会文書 (取下書の提出があったものを

除く。)を、受理後 1週間以内を目途に、形式審査表の写しを添付した上

で、局の審理課又は酒税課へ進達又は回付する。

(注)局への進達後に、事前照会者から署に対して取下書の提出があっ
た場合には、局に対し、取下書の原本を速やかに回付する。

局における審査事務等

(1)形式審査事務及び補正要求事務

局の審理課又は酒税課の文書回答担当者 (照会文書に係る審査事務及

5

送し、所轄署 (局)において処理するとともに、移送を行った

旨を事前照会者に対して伝える。

口 照会応答担当者は、当該照会文書に係る事前照会が 1(1)か ら(8)ま
でに掲げる要件を満たすものであるか否かを可能な限り確認し、文書

回答の対象とならない事前照会に当たると考えられる場合には、事前

照会者に対して、文書回答の趣旨や範囲等を説明した上で、今後、文

書回答を行わないこととなる可能性がある旨を伝えるなど適切に対応

する。

(注)文書回答を行わない場合であっても、口頭による回答が可能な
事前照会については、内容を審査して、日頭による回答を行うこ

とに配意する。

(2)取下書処理事務

事前照会者から、事前照会に係る取引等の中止や前提となる事実関係

の変更等により、当該照会文書を取り下げたい旨の申出があった場合に

は、照会応答担当者は、取下書 (任意様式。以下同じ。)の提出を求める。

照会応答担当者は、取下書を受理した場合には、その処理のてん末を一

般事務整理簿に記載し、当該取下書に係る照会文書とともに、日付順又

は項目別に編てつし、豊並照会関係書類として保存する。

(3)局審理課等への進達事務等

照会応答担当者は、受理した照会文書 (取下書の提出があったものを

除く。)を、受理後 1週間以内を目途に、形式審査表の写しを添付した上

で、局の審理課又は酒税課へ進達又は回付する。

(注)局への進達後に、事前照会者から署に対して取下書の提出があっ
た場合には、局に対し、取下書の原本を速やかに回付する。

局における審査事務等

(1)形式審査事務及び補正要求事務

局の審理課又は酒税課の文書回答担当者 (照会文書に係る審査事務及

5
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び文書回答事務を担当する者をいう。以下同じ。)は、進達又は回付され

た照会文書が文書回答の要件等 (1(9)に掲げる要件を含む。)を満たす

ものであるか否かを、4(1)に準じて改めて審査を行う。

形式審査の結果、当該事前照会が文書回答の対象とならない事前照会

に該当する場合には、その理由を記載した「文書回答の対象となる事前

照会に当たらない旨のお知らせ」(別紙 7の様式参照)を作成し、事前照

会者に対して送付する。

なお、実質審査を要するものについては、必要に応じて、関係する主

務課等へ照会文書の写しを交付する。

(2)実質審査事務

イ 実質審査の担当
′文書回答に当たっての実質審査は、当該事前照会に係る税目を担当

している局の審理課又は酒税課の文書回答担当者が行うが、複数税目

にかかわる事案については、事案ごとに起案担当者を定めた上で、該

当税目の担当者による合議体において、一体的に取り組むこととする。

なお、相続税等の財産評価に関する照会のうち、平成 12年 6月 5日

付課評 1-5ほか 2課共同「財産評価基本通達第 5項 《評価方法の定
めのない財産の評価》及び第 6項 《この通達の定めにより難い場合の

評価》の運用について」(事務運営指針)において局の資産評価官に連

絡するものとして定められている事案を把握した場合には、同事務運

営指針に定めるところに従い、速やかに局の資産評価官に連絡し、処

理方針等について協議する。

また、局の審理課に消費税及び間接諸税 (以下「消費税等」という。)

の専担者が配置されていない局における消費税等に関する事前照会に

ついては、原則として所得税又は法人税の担当者が事案を担当するこ

ととなるが、審査等に当たつては、局の消費税課との連絡・協調を密

にして、次により行うこととする。

(イ)消費税に関する事案については、実質審査の早期の段階から局の

び文書回答事務を担当する者をいう。以下同じ。)は、進達又は回付され

た照会文書が文書回答の要件等 (1(9)に掲げる要件を含む。)を満たす

ものであるか否かを、4(1)に準じて改めて審査を行う。

形式審査の結果、当該事前照会が文書回答の対象とならない事前照会

に該当する場合には、その理由を記載した「文書回答の対象となる事前

照会に当たらない旨のお知らせ」(別紙 7の様式参照)を作成し、事前照

会者に対して送付する。

なお、実質審査を要するものについては、必要に応じて、関係する主

務課等へ照会文書の写しを交付する。

(2)実質審査事務

イ 実質審査の担当
文書回答に当たつての実質審査は、当該事前照会に係る税目を担当

している局の審理課又は酒税課の文書回答担当者が行うが、複数税目

にかかわる事案については、事案ごとに起案担当者を定めた上で、該

当税目の担当者による合議体において、一体的に取り組むこととする。

なお、相続税等の財産評価に関する照会のうち、平成 12年 6月 5日

付課評 1-5ほか 2課共同「財産評価基本通達第 5項 《評価方法の定
・
めのない財産の評価》及び第 6項 《この通達の定めにより難い場合の

評価》の運用について」(事務運営指針)において局の資産評価官に連

絡するものとして定められている事案を把握した場合には、同事務運

営指針に定めるところに従い、速やかに局の資産評価官に連絡し、処

理方針等について協議する。

また、局の審理課に消費税及び間接諸税 (以下「消費税等」という。)

の専担者が配置されていない局における消費税等に関する事前照会に

ついては、原則として所得税又は法人税の担当者が事案を担当するこ

ととなるが、審査等に当たっては、局の消費税課との連絡・協調を密

にして、次により行うこととする。

(イ)消費税に関する事案については、実質審査の早期の段階から局の
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消費税課と密接な協議を行う。

(口 )印紙税に関する事案については、局の消費税課と共同して実質審
査等を行う。

(ハ)印紙税を除く間接諸税に関する事案については、平成 13年 6月
26日 付課消4-17ほか4課共同「揮発油税等の審理事務の局間広域
運営について」(事務運営指針)の定めるところにより、東京局又は

大阪局の審理課の消費税担当者が、同局の消費税課と共同して実質

審査等を行う。

口 留意事項
(イ)文書回答は、照会文書上明らかにされた事実関係に基づいて行う
のであるから、実質審査に当たっては、当該照会文書上明らかにさ

れた事実関係のみでは文書回答の前提となる事実関係が不十分で判

断が困難となるような場合には、文書回答担当者は、事前照会者に

対して書面等の方法による補足資料の提出を確実に求めるなど可能

な限り適否の判定を行うことに努める。また、その事実関係の確認

のために、事前照会者以外の取引等関係者への照会等は行わないこ

ととする。

なお、文書回答担当者は、速やかな事務処理に心掛け、審査に必

要な資料 (4(1)イ の参考資料を含む。)の提出及び記載事項の補正

(以下「補足資料の提出等」という。)が必要な場合には、照会文書
が受付窓口に到達した日から原則 1か月以内に当該提出等がなされ

るよう努める。

(注)実質審査の内容は「文書回答等を行う事前照会の事績整理票」
(別紙 3の様式参照)に記載する。

(口)文書回答が行われる前に事前照会に係る取引等の申告期限等が到
来した場合には、文書回答は行わず、申告審理又は調査審理におい

て処理することに留意する。

(3)取下書処理事務

消費税課と密接な協議を行う。

(口)印紙税に関する事案については、局の消費税課と共同して実質審
査等を行う。

(ハ)印紙税を除く間接諸税に関する事案については、平成 13年 6月
26日 付課消4-17ほか4課共同「揮発油税等の審理事務の局間広域
運営について」(事務運営指針)の定めるところにより、東京局又は
大阪局の審理課の消費税担当者が、同局の消費税課と共同して実質

審査等を行う。

口 留意事項
(イ)文書回答は、照会文書上明らかにされた事実関係に基づいて行う
のであるから、実質審査に当たっては、当該照会文書上明らかにさ

れた事実関係のみでは文書回答の前提となる事実関係が不十分で判

断が困難となるような場合には、文書回答担当者は、事前照会者に

対して書面等の方法による補足資料の提出を確実に求めるなど可能

な限り適否の判定を行うことに努める。また、その事実関係の確認
‐
のために、事前照会者以外の取引等関係者への照会等は行わないこ

ととする。

なお、文書回答担当者は、速やかな事務処理に心掛け、審査に必

要な資料 (4(1)イ の参考資料を含む。)の提出及び記載事項の補正
(以下「補足資料の提出等」という。)が必要な場合には、照会文書
が受付窓口に到達した日から原則 1か月以内に当該提出等がなされ

るよう努める。

(注)実質審査の内容は「文書回答等を行う事前照会の事績整理票」
(別紙 3の様式参照)に記載する。

(口)文書回答が行われる前に事前照会に係る取引等の申告期限等が到
来した場合には、文書回答は行わず、申告審理又は調査審理におい

て処理することに留意する。

(3)取下書処理事務

10
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事前照会者から、事前照会に係る取引等の中止や前提となる事実関係

の変更等により、当該照会文書を取り下げたい旨の申出があった場合に

は、 4(2)に準じて処理する。

(注)事前照会者から局に対して取下書の提出があった場合には、4(3)
注書きにより、既に署から局に対して取下書の写しの回付がなされ

ている場合を除き、署に対し、取下書の写しを速やかに国付する。

(4)庁への上申又は進達

重要な先例となるような事業で、庁の判断が必要と認められるものに

ついては、庁の審理室又は酒税課へ連絡の上、局の回答案を付して庁ヘ

上申を行うこととする。

ただし、重要な先例となるような事案のうち、照会内容からみて、庁

において審査すべきと判断されるものは、局の審理課又は酒税課に進達

又は回付された後速やかに庁へ進達することとする。

6 回答及び公表
(1)回答

実質審査を了した場合には、関係主務課等にあらかじめ処理案を回付

し、必要に応じ協議した上で、関係主務課等との合議により決裁を了し

た後、その審査結果に応じて、それぞれイからハにより処理する。

なお、文書回答は局の審理課長名 (審理課が設置されていない局にあ

っては審理官名、沖縄国税事務所にあっては課税総括課長名)又は酒税
課長名 (沖縄国税事務所にあっては(間税課長名)で行うこととする。
また、文書回答は、照会文書が受付窓口に到達した日から原則 3か月

以内の極力早期に行うよう努める。ただし、補足資料の提出等を求めた

日から当該提出等がなされた日までの期間は、当該 3か月の期間に算入
しない。

おって、次に掲げるような場合には、 3か月以内にとらわれず、十分
に審査を行った上で回答することに留意する。この場合、 3か月以内に

事前照会者から、事前照会に係る取引等の中止や前提となる事実関係

の変更等により、当該照会文書を取り下げたい旨の申出があった場合に

は、4(2)に準じて処理する。

(注)事前照会者から局に対して取下書の提出があった場合には14(3)
注書きにより‐、既に署から局に対して取下書の写しの回付がなされ

ている場合を除き、署に対し、取下書の写しを速やかに回付する。

(4)庁への上申又は進達

重要な先例となるような事案で、庁の判断が必要と認められるものに

ついては、庁の審理室又は酒税課へ連絡の上、局の回答案を付して庁ヘ

上申を行うこととする。

ただし、重要な先例となるような事業のうち、照会内容からみて、庁

において審査すべきと判断されるものは、局の審理課又は酒税課に進達

又は回付された後速やかに庁へ進達することとする。

6 回答及び公表
(1)回答

実質審査を了した場合には、関係主務課等にあらかじめ処理案を回付

し、必要に応じ協議した上で、関係主務課等との合議により決裁を了し

た後、その審査結果に応じて、それぞれイからハにより処理する。

なお、文書回答は局の審理課長名 (審理課が設置されていない局にあ

っては審理官名、沖縄国税事務所にあつては課税総括課長名)又は酒税
課長名 (沖縄国税事務所にあっては、間税課長名)で行うこととする。
また、文書回答は、照会文書が受付窓口に到達した日から原則 3か月

以内に行うよう努める。ただし、補足資料の提出等を求めた日から当該

提出等がなされた日までの期間は、当該 3か月の期間に算入しない。

おって、次に掲げるような場合には、3か月以内にとらわれず、十分
に審査を行った上で回答することに留意する。この場合、3か月以内に

11
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回答することができないと見込まれるものについては、事前照会者に対

し審査の進行状況及び回答時期の目途を連絡するなど配慮した上で、で

きる限り速やかに回答するよう努める。

① 複雑な経済取引等に係る照会で審査に時間を要する場合
② 他省庁との協議等、審査に時間を要する場合
③ 担当部署の事務処理能力を超える多数の照会があったことにより、
業務に著しい支障が生じるおそれがある場合

(注)

1 文書回答は、あくまで納税者サービスの一環として行うものであ
ることから、不服申立ての対象とはならないこと、及び照会文書に

対する回答がないことを理由に申告期限や納期限が延長されるよ

うなことはないことに留意するぃ

2 事前照会者への連絡状況等については、「文書回答等を行う事前照
会の事績整理票」 (別紙 3付表の様式参照)に随時記録する。

イ 文書回答の対象として回答を行う場合
(イ)照会事項について、事前照会者の求める見解の内容が相当と認め

られる場合
「貴見のとおりで差し支えない」旨を回答する文書 (別紙 4の様

式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。
なお、この場合、「回答内容は、あくまで照会に係る事実関係を前

提としたものであり、具体的な事例において異なる事実がある場合

や新たな事実が生じた場合には、回答内容と異なる課税関係が生ず

 ́ることがある」旨及び 「回答内容は、国税局としての見解であり、
事前照会者の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載す

る。

(口 )照会事項について、事前照会者の求める見解の内容が相当と認め

られない場合

事前照会者の求める見解の内容が相当と認められない理由を記載

回答することができないと見込まれるものについては、事前照会者に対

し審査の進行状況及び回答時期の目途を連絡するなど配慮した上で、で

きる限り速やかに回答するよう1こ努める。

① 複雑な経済取引等に係る照会で審査に時間を要する場合
② 他省庁との協議等、審査に時間を要する場合
③ 担当部署の事務処理能力を超える多数の照会があつたことにより、
業務に著しい支障が生じるおそれがある場合

(注)

1 文書回答は、あくまで納税者サービスの一環として行うものであ
ることから、不服申立ての対象とはならないこと、及び照会文書に

.対する回答がないことを理由に申告期限や納期限が延長されるよ
うなことはないことに留意する。

2 事前照会者への連絡状況等については、「文書回答等を行う事前照
会の事績整理票」 (別紙 3付表の様式参照)に随時記録する。

イ 文書回答の対象として回答を行う場合
(イ)照会事項について、事前照会者の求める見解の内容が相当と認め

られる場合

「貴見のとおりで差し支えない」旨を回答する文書 (別紙 4の様

式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。
なお、この場合、「回答内容は、あくまで照会に係る事実関係を前

提としたものであり、具体的な事例において異なる事実がある場合

や新たな事実が生じた場合には、回答内容と異なる課税関係が生ず

ることがある」旨及び「回答内容は、国税局としての見解であり、

事前照会者の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載す

る。

(口)照会事項について、事前照会者の求める見解の内容が相当と認め

られない場合

事前照会者の求める見解の内容が相当と認められない理由を記載

12
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ロ

した「貴見のとおり取り扱われるとは限らない」旨を回答する文書

(別紙 5の様式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。
なお、この場合、「回答内容は、国税局としての見解であり、事前

|

照会者の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載する。

(ハ)照会文書の提出後、文書回答が行われる前に同様の照会に対する

税務上の取扱いが明らかになり、当該取扱いを示すことにより、新

たな見解を示すことなく、事前照会に対する回答となる場合

「別添資料の回答内容と同様の取扱いとなる」旨を回答する文書

(別紙 6の様式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。

なお、この場合、「回答内容は、あくまで照会に係る事実関係を前

提としたものであり、具体的な事例において異なる事実がある場合

や新たな事実が生じた場合には、回答内容と異なる課税関係が生ず
・

ることがある」旨及び T回答内容は、国税局としての見解であり、

事前照会者の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載す

る。

また、文書回答担当者は、事前照会者への回答方法及び添付した

資料等を「文書回答等を行う事前照会の事績整理票」(別紙 3の様式

参照)に記載する。
(■)留意事項
文書回答を行うに当たっては、あらかじめ事前照会者に対して、

照会内杢及び回答内.容の公表に関して取引等関係者の了解が得られ

ており、仮に、取引等関係者間で紛争が起こった場合には、事前照

会者の責任において処理することについての再確認を行う。

文書回答の対象とならない場合

照会文書に係る照会が、文書回答の対象とならない事前照会に該当

するときは、その理由を記載した「文書回答の対象となる事前照会に

当たらない旨のお知らせ」(別紙 7の様式参照)を作成し、事前照会者

に対して送付する。

ロ

した「貴見のとおり取り扱われるとは限らない」旨を回答する文書

(別紙 5の様式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。
なお、この場合、「回答内容は(国税局としての見解であり,事前

照会者の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載する。

(ハ)照会文書の提出後、文書回答が行われる前に同様の照会に対する
税務上の取扱いが明らかになり、当該取扱いを示すことにより、新

たな見解を示すことなく、事前照会に対する回答となる場合
「別添資料の回答内容と同様の取扱いとなる」旨を回答する文書

(別紙 6の様式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。
なお、この場合、「回答内容は、あくまで照会に係る事実関係を前

提としたものであり、具体的な事例において異なる事実がある場合

や新たな事実が生じた場合には、回答内容と異なる課税関係が生ず

ることがある」旨及び「回答内容は、国税局としての見解であり、

事前照会者の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載す

る。

また、文書回答担当者は、事前照会者への回答方法及び添付した

資料等を「文書回答等を行う事前照会の事績整理票」(別紙 3の様式

参照)に記載する。

(■)留意事項
文書回答を行うに当たっては、あらかじめ事前照会者に対して、

二照会茎豊及び回答茎豊の公表に関して取引等関係者の了解が得ら

れており、仮に、取引等関係者間で紛争が起こった場合には、事前

照会者の責任において処理する上ことについての再確認を行う。

文書回答の対象とならない場合

照会文書に係る照会が、文書回答の対象とならない事前照会に該当

するときは、その理由を記載した「文書回答の対象となる事前照会に

当たらない旨のお知らせ」(別紙 7の様式参照)を作成し、事前照会者

に対して送付する。
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ハ 審査中に文書回答の対象とならなくなった場合
4及び 5により審査中の事前照会が、申告期限等の到来等により、

文書回答の対象とならなくなったときは、その理由を記載した「事前

照会に対する文書回答の対象とならなくなった旨のお知らせ」(別紙 8

の様式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。

(2)公表

イ 6(1)のイ (イ )及び (口 )に係る照会血容及び回答内企のうち同様の取

引等を行う他の納税者に対しても国税に関する法令の適用等について

予測可能性を与えることとなる部分についてはI公表することとする。

灘確

ただし の のの

公 t t 当す

| 上の守 | ると考 について

る |こ

注 :孜 名 に ま の か に ること

が必、 ′ヽ X Y る こ に

&.&.14rrrrt
して 60 内に る口

一
公 |

l

ただし、事前照会の l 前照会者から一定期間内 (lo■_日 を超

えない期間内)につき公表しないことを求める申出があった場合で、

その申出に相当の理由があると認められるときには、当該中品に係る

期間後に公表することとする。

ハ 公表は、各局又は庁のホームページにおいて照会及び回答の内容を
項目別に掲載して行うほか、各局又は庁の関覧窓口において開覧に供

する。

(削る)

(改正前の 6(2)ハの部分を一部改正)

(新設)

ただし、事前照会の際に、事前照会者から一定期間内 (2■日を超

えない期間内)につき公表しないことを求める中出があった場合で、

その申出に相当の理由があると認められるときには、当該申出に係る

期間後に公表することとする。

公表は、各局又は庁のホームページにおいて111会及び囲答の内容を

項目別に掲載して行うほか、各局又は庁の関覧窓口において閲覧に供

→
‐
る。

ロ

ハ 事前照会者等の同意があったとしても、行政機関の保有する情報の

に公 に に定める不開示 と えられる や

14
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ことができる_

名化1土ることとする。

ハ 審査中に文書回客のI対象とならなくなった場合
4及び5により審査中の事前照会が、申告期限等の到来等により、

文書回答の対象とならなくなoた ときは、その理由を記載した 1事前

照会に対する文書回容の対象とならなくなつた旨0お知らせ」(別紙8
の様式参照)を作成し.事前照会者に対して選付する。
(2)公表

イ 6(1)のイ(イ)及び(。 )に係るRttX凛:及び口電 |■のうち同様の取

|1等を行う池の納税者に対しても国税に関する法令の適用等について
.予測可能性を与えることとなる部分については、塁則と1二

“

_ζ2回

笙後ュ唾塑蛭に公表することとする。
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7 関係部署への連絡等
(1)局における回答内容の通知等

文書回答を行った局の審理課又は酒税課は、2(1)の署 (税務署長)又

は局 (局調査管理課長等)に対して、回答内容等を通知するとともに、

関係主務課等に対して回答文書の写しを回付するなどその処理結果を連

絡する。また、すべての処理が終了した場合には、一切の関係書類を日

付順又は項目別に編てつし、製 関係書類として保存する。

(2)署における処理等

局の審理課又は酒税課より回答内容の通知を受けた署においては、―

般事務整理簿を整理するとともに、一切の関係書類を日付順又は項目別

に編てつし、興 関係書類として保存する。また、事前照会者の申

告事績を管理する部署に当該通知に係る文書の写しを回付する。

(3)庁審理室等への連絡等

文書回答を行った局の審理課又は酒税課は、事後の事務処理の統一性

を確保するために、「文書回答等を行う事前照会の事績整理票」1(別紙 3

の様式参照)を活用し、その処理事績を庁の審理室又は酒税課並びに他

局の審理課又は酒税課に連絡するとともに、連絡をした又は連絡を受け

た各局の審理課又は酒税課の文書回答担当者は、当該処理事績の内容に

応じ、関係部署の職員に周知を図ることとする。

(4)留意事項

回答内容は、あくまで事前照会に係る事実関係を前提としたものであ

り、実際の事実関係が事前照会に係る事実関係と異なるなどの理由によ

国税に関する法令上の守秘義務に 触すると考えられる部分について

は、当該部分を伏せて公表することに留意する。

(注)事 前照会者以外の取引等関 名 | ついて |ま、事案の性格上、

か に ことが必 ノヽを X Y

7 関係部署への連絡等
(1)局における回答内容の通知等

文書回答を行つた局の審理課又は酒税課は、2(1)の署 (税務署長)又

は局 (局調査管理課長等)に対して、回答内容等を通知するとともに、

関係主務課等に対して回答文書の写しを回付するなどその処理結果を連

絡する。また、すべての処理が終了した場合には、一切の関係書類を日

付順又は項目別に編てつし、菫並照会関係書類として保存する。

(2)署における処理等

局の審理課又は酒税課より回答内容の通知を受けた署においては、一

般事務整理簿を整理するとともに、一切の関係書類を日付順又は項目別

に編てつし、三曲照金関係書類として保存する。また、事前照会者の申

告事績を管理する部署に当該通知に係る文書の写しを回付する。

(3)庁審理室等への連絡等

文書回答を行つた局の審理課又は酒税課は、事後の事務処理の統一性

を確保するために、「文書回答等を行う事前照会の事績整理票」 (別紙 3

の様式参照)を活用し、その処理事績を庁の審理室又は酒税課並びに他

局の審理課又は酒税課に連絡するとともに、連絡をした又は連絡を受け

た各局の審理課又は酒税課の文書回答担当者は、当該処理事績の内容に

応じ、関係部署の職員に周知を図ることとする。

(4)留意事項

回答内容は、あくまで事前照会に係る事実関係を前提としたものであ

り、実際の事実関係が事前照会に係る事実関係と異なるなどの理由によ

15
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り、事前照会に係る申告等に対して回答内容と異なる課税処理を行おう

とする場合等には、当該異なる課税処理を行おうとする部署は、事前に

局の審理課及び主務課等と協議を行うこととする。

り、事前照会に係る申告等に対して回答内容と異なる課税処理を行おう

とする場合等には、当該異なる課税処理を行おうとする部署は、事前に

局の審理課及び主務課等と協議を行うこととする。

16
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番

●

は
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壼

０

“

ヌ

薔
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ｔ
番
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代
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電

子
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次の取うIうに輌う●■に関する●●の解■・適用そのイこ曖薔上の取0い●について.次の f手前熙会の趣旨,
のとおりの興Jでをしヽ えないかどう0ヽ■●による口答を受けたいので照会します.
″お.この0蘭朦合に口して.添●した贅料の|ユかに、書

=の
ためlこ必要な資料や.日本薔以外の■:1で記述

されている責

"に
ついてい*番硼釈来の提出を求められた場合には、その健出に応します。

また.事前熙合,は、他の訥■をに対しても■■の頭用●について予轟可艤性を与えるため.m会内審■●ロ
春内客が一

“

に公表きれること.公■に回して取引0の国饉●の7ぼを■0こ と.彙びに
`に“

係を■で紛‐
'

ここぅた●
`に
は,前熙会者の責任において■■することに日

=し
ます.

0 子前照会の趣日 (彗令
“

彙・洒用
上の晏餞の要約■●事詢熙会なの
求める見

“

の内蓼 )

則崚 1-1の とお り

0 ■的照会に
“

る取引●の手奥関
係

`取

りo“
“

者の名前.取,いに
おける|1利・ 11務国

“

り
1,網il-2の とおり

0 0の ,実田係に対して
'前
熙全

をの求力う見解とた0こ との理由

0 取,|"に
“

る0■のや僣
"区
悴 年

0 関係する法今桑啜●
■‐て重天百屁雨円雨蔭万野罰

=そ
の,こ状

2 チェッタンート(別紙1-4)
3 照会の通旨及びその理●●の熙会,■に露

“

する0オ質
"

〔 〕

平■ 年 月 ロ

饉務暑工由

口 , 局

■瑾瞑■ (書理す)

● ■ 臓 ■
量

● 添付
`錮

l `前 熙会の内容野によっては .資料を塾出 していただいても文●口なができない■●があります .

2 専前田会に対十う口薔0`ないこと
'を

理由に中,"饉や珈鋼猥が嬌■されることはありません.

0 ●出された賣■につ0ま しては
`"い
たしませんので.ご留ユくださ|ヽ

11“ 1

事

　

　

　

”
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を

在
地
所
■

所
納

０
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０

．

,

０
構
又
ｔ
●
■ (フ ,″ナ)
氏    名

１
　

０

ｔ

番

０
１ 住所・ 層所

(フ ′″ナ)
ｌ

⑩

■肛
鶯
=

‐

0~‐ ili扁 戸 i両 コ 写

~~~~~~~~~~~:~~「 ~「 ~「 ~:~~三 ~~~~

次の取引■に係る国滉に田する法令の解R■ 洒月その11税鱗上の取捩い■について.次の『了前照会0趣ヨ j

のとおりの■解でをし文えないかどうか

'薔
による口答を受けたいので疇今します。

なお.この0前国会に関して、添付した資料のはかに.薔葦のために必妻な奮
"や
.日本綺以外の

=饉
で
'述されている資料について口■諄

=]:R文
の棒出を求められた

“

内 こは.その■出に応じ,す.
また.手前用会をは.他の納凛なに対して ■ヽ法の適用筆について予

“

可絶性を与えるため、こロョ饂こ壼●_
熙会内8■び口答内8が一餞に公表されること、公表に

“

して

''|●

の

“

薇■の7界を得ること:■びに捩C前

颯■

"で
わ0が建こった[●には事前罐全をの■

`|こ

おいて処理することに同意します.

0 0前照会の燿青(漱 ,1lR・ 適用
上の最素の要わ及び■前照会者の

0 ●
“

R会に榛る政,1年の

おける11口・慮務関t「椰)

,実国

0 0の事実関4に対して,前縣会

=の
求める見解となることの理由

剛紙 1-3の とお り

⑩ 取,|■に係る図■の中告
"限
諄 年 月

()田
“

する●令螢顆専

0 添付■錮

■
~■
嘱己

'マ

iこ■
=辱
ni■顧霰ヌ輌日F「その姜饉よ

2 チェッタンート(別紙1-4)
3 謳会0蘊旨及びその理由毎の猥会事項に関係する0な資

"
r

t 〕

平成  年 月 日

義務暑屋由

口 , 風

=電
凛長〈■4菫 )

瀬 菫 11 ■
腋

Э

正

別餞 1

ヽ 、..メ

住 所・ 層 所

取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会

(注意●4,
l inm全 の内蓼専によつては.蜃●を饉出していただいても文●回答力!できない●合があります.

2 '前照会に対する口審がないこと等を理由に中管
"瞑
や綸
"猥

が■■されることはありません,

3[16された資料につきましては返匈
=ヽ
たしませルので、ご口なください・

:   :



″
ｔ

正 後改 改 正 月Ij

「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前熙会,の記載贅傾

1 ■山先■●掟出

“

漱

0前照会に対する回事を■■により求めようとする方 (以下「事痢照会著,といいます.)は .こ の用嬌 (澤 {|●

ロセ含む.)に必晏,■を,なの上.1「前照会者の納税地の薦 凛薔暑の担当部■ (法人●につ|｀ては彗人凛31"円 .

所||■については個人

“

●

"円
■)に 1"籠出してくださ!、

ただし.次の0薔餡会については、それぞれよに掲げる●当部■に■出してください。

,図■局
"壼
〈

“

)凛所,法人の注人税■び:H■■の,前田会

→ その法人を所■する国税局のコ
=キ
嘔凛 〈調
=摯
菫晨、口
=課
)

・洒機の0詢照会

■ そ嫌

“

年の製造蝸叡 は洒嬌の販売■の所在地を所■する在窃■

回凛局所管洒輌製造4諄に関するものは所軽口■局の洒霊凛 〈沖■□■
'場
所にあってl`口■晨

'・閾悽諄凛 ⑬颯視を除く.)の事前照会

→ その製●●
“

の所在地を,0す る曰■綺の消,■晨 m口 ,事薔所にあってはm攪凛)

2 `0こ所・,在地 (納幌地)」
,前照全
=の
納税地である住所又は所在地を記崚してくださtヽ.

また.1主所スは所在地と綸,地が異なる0合には、上段に住所又ta所在地を、下曖に納■地をかっこ書きで,■ し

暉則として、その手前照会
=●
納機珀を所嗜する

'務
署に員出してくださ|、

なぉ、■■は、凛則として、口,局が行い.口棧局春菫凛■又は輌曖曖長名で口なします.

3 ra)氏名・名ネ,■びfO)●代ヌは法人の代表者j

●
"膊
会
'が
●人であ
`●
●1_は .0口 |こ氏名を目颯し、

"印
してください.なお、こ代が二■されて

'ヽ

るとき

には.10●に,代の住所又は■,スび■名を■●し、押印してください。

●●颯会
=が
撻人や団体である0合には.0●に名書を、0口にヽ ■■の住所ヌは薔所■び民名をF●し、代表=

0印を,し てくださし、

4 `0代 颯人,
■■■年の代理人を選任して,｀る場合には、その力0住所ヌは瞬 び氏者を記はし、

'P印

してください.

なお.●■人は、凛理士法舞2■ :こ規定する「凛瑾士楽務」を,,う ことができる方になります。

5 iO口な事項,1
●■,こ必要な追加贅,σ〉■出や.照0内容・口蓼内瘤の公民にい0するmt●嗅をよくご饉

“

ください.

7 ′0,前 11会に係る取ュ1等の0実関係,
照会●事に関係する当●■の名ホ.取引常における権利・颯務関係など:凛●関係を判断する上で必要と,え られ

る事奥腱輌を,できる崚り具体的に,嗜してください。

8 r00の事実腱係に対して手前11全
=の
求める見解となることのm,

0の ,実
"薔
に対してと今0通月又は,例のコ月毎からなる●詢熙会

=の
求める兒
"と

なることの■●を.■●と

なる0".■剌
".争
●、■び
'に
公表されて,ヽる弁薔■.■理士.公

“

会::士■の■
"の
11月も含めて.■体

".

f取引

'に
係る税務上の取扱い等に関する事前照会」の記載要領

1 ■出先よび饉
““

肇

,“晨会|こ対する口なをス●により求0よ うとする方 (以下「事
"黒

会オ」とい1ヽます。)は、この用紙 (``■■

類を合む.)に″雲事項を記tの上、,前照,■●囀輌地の所OE緩務■の担当部暑 (法人税については法人員a"円 .

所■■については●人凛a“円0)に 1部■出してください。
ただし.次の0前熙会については,それぞれ次に掲げる口当部■に提出してください。

・日棧局口
=(“
〉諄所壼法人の法人螢及び濶,機の事11熙会

0 その漱人を所
=す
る国税月φ口

=書
理凛 (口
=壼
菫絆.膊
=熙
)

・洒,の事前照会

→ その標蠣等の製造●●又は稲輌の販売うの所在地を所0する税務
=

日税局所晉洒

“

製造●年に関するものは所輻口税らの洒棧餞 (沖凛口畿
=務
所にあつては口観凛)

・同凛鮨税 (印薇税を輸く。)の事前鵬会
→ その製迪■●の所在地セ所幡する国畿月0消棄税晨 (沖椰国税事務所にあってはma瞑)

2 『0こ 所・所在地 (納税地)』
事前照会者の結続

'1で
ある●所ヌは所在地を記載してくださ

'ヽ
また.住所又は所在地と訥鰤 :が員なる0合には.■崚に住所ヌは所在地を.T量にお税迪をかっこ■きで,載し

原則として.その率前田査
=の
い凛地を所●する■務署に優出してください.

なお.憲
=は
、原則として、国税局が1,い、日■■●理籠長又は洒税課長名で回箸します。

4 iO`ヽ■人,

a理
=専
の代理人を選任している0合には、その方のこ所又はE所及び氏名をnl載 し、押印してくだきい.

なお、代■人は、観理士法第2条 1こ :嗅定する「,■■業務jを行うことができる方になります。

3[0氏名‐名,1■●:0●代又は凛人の代■■,                           ,
事前凛0■が●人である●合には、0●に氏名を●●し、押印してください。な||、 2代が二選されているとき

には.0■に0●の住所ヌは,所及び氏名を密0し、
"印
してください。

`m澤
会■
"`法

人や団||である,金には、0■に名■を、0疇に
`ヽ

まなつ住所又は居所よび氏名を●彙し.代壼F
の印を●してくださし、

s 10同意事項●」
●
=に
必Iな迪加贅料の提出や.熙奎内,・ 0答内容筆の公表に関する昴==項

をよくご破協くださ|、

o「0事前m会の嬢日1
個別の取引りに係01“務上の取扱い年に昴する法,解黎 `適用上の疑颯を要綺して,職するとともに、その饉機に

対する,前籠会議の求める■諄の内なを必ずta競 してください。

また、こ0欄に,き されない■合は.洒
=、
用紙を追加してその内容を記載し、本

`サ

してください (●崚■■0及

び0についても.口檸です。).

7 「0● ,ι照会に係る0引
'の
事実田

“

,

鷹会事項に関係する当●子の名称、取引●における精利・義務関係など、凛税関係を

"断
する上で必要と考えられ

る0実

“

■を.できる瞑り■倅的に,颯してください.

8 :010の事業関係に対して0前咸会■0,おめる■

“

|となることの理由:

0の手栞

“

係に対して法令のOnヌはえ例の4用
"か
らなる事前照会者の求めうえ

"|と

なることの電いを、根

“

と

なる●例、″

""、

やユ 及び●に公壺されている弁饉士.蜃理士、公認会計士等の見11のう1月も含めて.■体的.

Э

6 10●前照全の4■ 1
個別の町,1饉に係う税務上の取,い等に関する漱今解釈・適用上の腱義を要詢して

“

嗜するとともに、その層
"に対する●前照会,の求める見解の内容を必ず

“

載してください。

また、この■に,きされない■合は、通
=、
月紙を追加してその内容を,戦 し、渾●してください (“載,■0■

す0についても、日轟です.).
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改 正 後 改 正 前

かつ、明■に,●してください。

9 iO取 11●に係る●■の申
=翔
饉,,

0の取引等にいる●■●中會
"饉
や納
"限
を記重してください。なお、回

`が
ないことを理由に、これらの用饉力:

廷長きヤtることはありませんので.ご住
=く
ださい。

∫0 子()関係する楡令条■●1
0の見解となることの理由に関係するよ令及び工令解釈通達年の条啜等を●●してください。

ll ′0派11311,
手前用会の爆,■びその口由年の照会●項を●明するに当たり.膊

“

する′菫な資‖を重付し.その贅
",の

名ネを

` )内

|こ働単に屁0し てくださし、

:2 そ●は留
=●
啜

(1, チェッタシートの●●●

文,による●答の
"●
は.チエッタシート●●の~定のI伴を■たす0口鳳全であることが必■であり.●●

颯会●内
=年
によつては、■0による口

'の
対なとはならないものがありますので.ごとなくださ

'ヽ
`“

しくは、

■薔■の颯口でご,●●ください.).

② 公■
'本■11会及び口答文●の内事は、口吝篠

“

口以内に公ますることとしていますが.蠍11●の事情によリー2,
■内 (100口 を超えない

'国

内)1こついて,公■を求めようとする0合には、その求め0"間■0その■●を洒童

の′
'祗

に

'●
じ.離●してください。

菫L、二1肛歴全二蓋壺塗ユ:土ぅ二上

`2■

」』」

`」

L●」l蟹:己」」L」[`菫臼堕田1“:』週整:コ

“

E``、」国■1ど■

`L`こ

こ1,._

かり、1月■に記菫してくださt、

9 子On,|● に係る国■の申七
"餞
●I

Oの取引等に係●口■の中告翔撥や絡期限を記輩してください。なお、口答がないことを理●に.これらの翔餞が

燿■きれることはありませルので、ご注意ください。

10 iO"係 する法令条■停j

Oつ見解となることの理由に関係する法令及び法,解釈通遺等の条項■を出●してくださ0ヽ

11 :0摯 付●颯」
事痴鳳全の建旨及びその理●等の議会

'■
を■明するに当たり.01薔する必要な贅料を訴付し.その資料の名ネを

( )内に

"単
に,中してください。

:3 その●●■事項

1=, チメッタシートの2●●

文■による口客0"●は.チェッタシートle嗜0-定の■性を口たす●

“

H全であることが必口
'ら
,.`前

籠奎の内t,によりては、ヌ●による口雪の対

“

:とはならないものがありますのマ.ご菫憲ください (=rしくは、

腱薔
=り
壼口でご

“

議ください。,.

② 公■●
ホ件爆会及び0■文■●内容は、回客■● 口以内に公■することとしていますが、取引,の,情によリーt"
口内 (:".ロ セ増えない

"囲

内)について,公■セ末●ようとする0●には、そ●求めるコロ及びその理由を通菫

の用艤に:3● し.添付 してください.

(所椰υ



改 正改 正 後

別紙 1-4

チ ェ ッ ク シ ー ト

(取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会用)

このチェックシー トは、r取引等に係る税務上の取扱い

"に
関する事前照会」を提出するに当たつて、

事前照会の内容等が文書による回答の対象であるかどうかを確認 していただくための「一般的な事項」

をまとめたものです。

確認が終わりましたら、照会文書と併せて提出してくださ,ヽ

項 チェッタ■

{1)事前照会者が行 う取引等に係る照会である。 は,ヽ・いいえ

{2)国税 (関税.と ん税及び特別とん税を除く。以下同じ。)に関する法令の解決

壺用その他税務上の取扱いに関する照会である。
はい い̈いえ

0 申告期限前 鯨泉徴収等の場合は納期限前)の照会である はい・いいえ

に)仮定の事実30係や複数の選択肢がある事実関係に基づく照会ではない。 はい・いいえ

6実際に行われた垂ユ笠又は丘基色 i底の取31等■個別基」重電」劉生2曇出埜
ュ盤 ■のに係る照会である。

はい・いいえ

0 事前熙会の中出の際に、審査に必要な資料を提出している。 は,ヽ・い|ヽえ

(7)照会内容の審査に必要な追加的な資料や翻釈文の提出に同意する。
`す

0ヽ・|ヽ |ヽえ

θ 照会内容及び回答内容が公表されることに同意する。 はV｀・い1ヽえ

0 照会内容及び回答内容が公表されることについて、取引等の関係者の了解を得
ること、及び仮に取引等の関係者間で紛争が8こ った場合には、事前R会者の買
任において処理することに同意する。

は|ヽ・|ヽ ヽヽえ

m 調査等の手続 .徴収手続、酒類等の製造免許若 しくは酒類の販売業免許又は酒
.類
行政に関係する熙会ではない。

はい。いいえ

11 取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈洒達あるいは過去に公表さ
れた質疑事例年において明らかになっていない。

はヽヽ・いセヽえ

0あ 個々の財産の評価や取引等価額の算定に関する照会ではない。 はい・いいえ

|」 事前照会に係る取引等は、法令等に抵触しない又は抵触のおそれがないもので

ある。
はいⅢ いヽえ

|1 事前照会に係る取引等について、関係者問等で紛争中ではない又は紛争のおそ
れがない。

:まセヽ・ |ヽ |ヽえ

01 事前照会に係る取引等は、税の軽減を図ることを主要な目的として行われるも
のではない。

はい・いいえ

10 -連の組み合わされた取引等の一部のみの熙会ではない。 はい。いいえ

事 前
照会者

住所又は所在地

氏名 又 は名 称 印

別紙 1-4

チ エ ッ ク シ ー ト

(取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会用)

このチェッタシートは、「取引等に係る税務上の取扱い椰に関する事前照会」を提出するに当たって、

事前照会の内容等が文書による口答の対象であるかどうかを確認していただくための r一般的な事項」
をまとめたものです。

確認が終わりましたら、照会文書と俳せて提出してくださ0、

項 チェック憫

(1)事前照会者が行う取引等に係る照会である。 は,ヽ・いいえ

② 国税 (関税、とん視及び特別とん税を除く。以下同 じ。)に関する法令の解釈
適用その他税務上の取扱いに関する熙会である。

はVヽ・セヽ0ヽえ

0 申告鶏限前 (源泉徴収等の場合は納期限前)の照会である.
`ま

い・セヽセヽえ

ω 仮定の事実関係や複数の選択肢がある事実関係に基づく照会ではない。 はい・いいえ

15 実際に行われた又は菫塞1当腱LLo取引等に係る照会である。 はい・いいえ

(61 事前照会の申出の際に,審査に必要な資料を提出している。 は,ヽ・|ヽ |ヽえ

(7)熙会内容の審査に必要な追加的な資料や翻訳文の提出に同意する: はい・
'ヽ

|ヽえ

0 ■螢』盤螢蓋名ェ_熙会内容及び回答内容が公表されることに同意する。 はい・いいえ

0 壺に 照会内容及び回答内容が公表されることについて、取引等の関

係者のア解を得ること、及び仮に取引等の関係者間で紛争が起こった嬢合には .

事前照会者の責任において処理することに同意する。

は,ヽ・|ヽいえ

01 調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免畔若しくは酒類の販売業免許又は洒
類行政に関係する照会ではない。

|ま |ヽ・いυ`え

ID 取引等に係る税務上の取扱い等が.法令、法令解釈洒遠あるいは過去に公表さ
れた質疑事例等において明らかになっていなせヽ.            _

はい・いいえ

Oa 櫛々の財産の評価や取引キ価額の算定に関する照会ではない。 は,ヽ・いいえ

0".車 前照会に係る取引等は、法令年に抵触しない又は抵餃のおそれがないもので

ある。
は,｀・,ヽ |｀え

回 事前照会に係る取引等について、関係者同等で紛争中ではない又は紛争のおそ
れがない。 

‐ はセヽ・い|ヽえ

|コ 事前照会に係る取引等は、税の軽減を図ることを主要な目的として行われるも
のではない。

|ま ,ヽ・|ヽいえ

01 -連の組み合わされた取引年の一部のみの照会ではない。 はルヽ・,ヽ ルヽえ

(注)このチェックシートのすべての項目に該当する場合であっても.審査の結果、文書による回答が

できない場合もあります (詳細につきましては、税務署等の窓口でご相談ください。).

事 前
照会者

住所スは所在地

氏 名 又 は名 称

/⌒

`つ

前

(注)こ のチェックシー トのすべての項 目に該当する場合であっても.審査の結果、文書による回なが

できない場合もあります (詳細につきましては、税務署等の窓口でご相談ください.)。
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別紙 2

整 電 番 号

=,8当 =
尋   gin 作成年月 日

局,8当者
月 瞑 F成年月日

事前熙会者

氏名 (名称)

薇 協

補 正 状 況

"

記

　

　

幡

　

　

事
　
　
　
項

率前R会者の住所・氏名の記載がある 適・不通 通・ 不適

"印
滉れはない 迪・不適 適・ 不瀬

1ヽ理人・機代の薔任状等の添付輛れはな, 適・不適

事前R会の趣旨は明らかである 適・不通 綺・不適

取,I等の事実関係は明らかである

求める見解の理由は明らかである 適・不過 適・不邊

提出贅料の漏れはない 適・不適 綺・不面

贅

伴

事

項

他の事務澪鷲籠針年により捌 途

“

理手
経が定められているものではない

適・不通 適・不迪

申告期

"前
の事前照会である 適・本週 適・不適

,前照会者が奥勢に行ユL盪暉14XL
壼対ヒコ
=の
取引等である

蒻
=答
の■腕に関係するものではない 通・不適

“

に取扱い●が明らかにされているも
の~Cはない

適・不適 洒・不適

環1の
財この口●年に関するものでは

事務連管震 1119に 規定す0要性を瀾
たしている

適・不適

”

易

補

正

求 め た
方   法

求 め た
年 月 日

求 め た 事 項 担 当 オ

G接・電躊・■,

昴崚‐■

“

・■,

面機・電壽・■,

そ

の
他

連
絡

事

項

形 式 審 査 表

蛯 理 0,

尋担当者 =   
き,門 作成年月 日

局担当者
局 綺 作成年月ロ

事前熙会議

氏名 (名称)

確 π

補 正 状 況

=
局

記

　

　

職

　

　

事
．
　

　

項

専前照会議の住所‐氏名の記織がある 螂・不通 連・不適

押印漏れはない 通・不薄 適・不適

適・ 不週

苺前籠会の連旨は明らかである 適・ 不過 適・不壺

取弓時 の事実関係は明らかである 適・ 不通 適・不適

求める見解の理由は明らかである 適・不適 適・不蛹

提出資料の漏れはない

晏
　
　
件
　
　
事
　
　
項

:しの事務連営辮 1等により捌 途処理手
続がだめられヽいるものではない

適・不適 適・不螂

申告刀限前の事前照会である 適・不適 適・不適

事前照会議が実際に行ュ等の取引争で
あ る

通・ 不適 適・不適

詢査等の手銃に関係するものではない

既に取扱い苺が明らかにされているも
のではない

個々の財巌の評価りに

“

するものでは
ない 適・不適 通・ 不適

●務運営瘤■10に蜆tする要件を清
たしている 適・不適

”

．
３
　
補
　
正

た
法
め求

方

た

ロ

め

月

来

年 求 め た 事 項 担 当 番

面摯・電

“

・文
=

面崚・S■・工●

面機・電轟・,■

そ
の
他
連

絡
事
項

改

形 式 審 査 表

署

適・不適

適・不適 通・不透

適・ 不綺 適・不洒

適・不適

適・不適 綺・不慟

//

"緩
2

代理人・綽代の晏任状寧の添,凛れはない 綺・ 不適

適・不適 適・不適

適 ‐不適 適 ‐不適

邁 .不適 通・不通

/イ
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改 正 後 改 正 一剛

[形式寄壺妻の記壌ズ颯 ]

1 この形式
=贅
議は.I取 ,1等に係る0務 上の取扱い彎に関→ろ

"前
川全」(`下 :′酸 文書」と,ヽう.)を 受理した

暑スIユ属の颯会●●世当i及び局の文諄口な,当者が形式審菫軒
"及

び補正要求,務を4∫ ,離に1″用する。

『摯●●勁 については照全文●のをヒ

"事
項につしヽて籠舞をした綸■.f凛」看 しくは子不■ ,のいずれかな0で餞む

`か

3 `“彙,啜 Iの (綸工よ滉!●には.凛全文書の各

“

篠■重について

“

工がされた場合におけるそのホ掟を、01ぇ
`=『0年0,0口 ,,:Ft,又は

`0年
0′10口 補:E晏腱出1●ように記颯ナろ.

いてお0中ス●船●のおそれが●ウて高tヽもの

が

"鰊
会,,の Fヽスは

"「
のξ椰■に関わる燎]1等、通おの魅済摯う|と して

`サ

イ全菫と諄められるも

へ 機の0ほ
==猛
な目的とするもの

トー鮨の組み合
'秦
れた0,1年″,―

“

0′ を́需会しているもの

,``:‐

｀
、
|=ノ

チ け,呻壼
=や
0輸驚査1=係る取り腱 薇薇●が、薇凛棗わにおけ01"ヽな脩級交藤略だがないヽ.我力

`動
φ

"模
当局:こ よる情撃収集や●丼饉,3が腱躍な口や地tの書化キ■で

“

もの

ン ■●のほか、オ■麟による国各が瘍切でないと●められるもの (■示)

o ス●0なが.■法の■用暉についで0■日,●●●与え6と ι`,本人の日的に反→‐る形で利用される
おそれがある場合

0 仙の
“'摯
fよ りよなされるべおm曖 となる軍頂が丼解決であ′,場合

0 法00改正邁経にある円■であり、ユ摯にお1,ろ働容が□難である■今

5 '薇 ,■■,●には.■,3●2颯,■の相■,外に必要にヽして,前郎会●に饉工■を求めた場合に.そ 0事項せ

屁,する.

[形式審査表の記凛菫領〕

1 こ●)形式霧
=表
は、r取り1笠に

“

●羹務上の敗性い幣に関する事

“

辮会,`以下 fl膝文書1と いう.)を受口t.た

,スは局の11奎応答凛当者よび局の来書回彗:H当者が形式●■事務及び補正誡求苺場を行う嫌に使
'1.■

る.

2 1:t'4,嗅 ,については,119,■ の各■崚事瑣について■諄をした

“

■.:● j宥しくはI不●りのいずれ|ヽを0で□むヘ

3 r●彙,■ 1の噛 Fよ愧!襴にI拿.熙全文●の各●崚事項について
'n工 "'さ

れた●合におけるそのよれを."え ば.
「0年 0月 On大寓:r工 ,スは「0年0月 0曰 襦IE■提出」のように記颯する.

4 嗜
"Vn,に

ついては.`要 n事嗅について、次の質●事輌が,c載されているかどうかを確認した格梁、子適jスは

'不
褥」のいずれかを0で椰●.

(l' f8,● ……饉盪上のス

“

■

“

(■晨鷲40■ ■案■)等に

“

るもの、疇ま所苺等の緻機の仕向に採る

'前
椰オ.●

■に対する書

"奎
の事

""露
.独立企案

"●
格の

"定
方法年の

““

.晨摯■0体●からの11会に対する文●回
`

■.別選手歯選替1"夕 :年により.剛塗処理手綱がためられてい0ものではな|ヽこと.

② fOj颯 … Ⅲ
""崚
う,(“

"ユ

1菫収

'の“

Ot,構
"彙
前)σ,,輸颯会であること.

口 :10,H・  慎た0革黎間保や薇餞の選択敲がある事案関係に■づくものではなく.事前燎全を自″により実藤
に行われた聖■菫又は

―

0́う|"ζ理班暴饉優娑量■ヒ瀕田塑
=笙
露LL12に

“

る0前熙会であること

に1 111口 ……錮笙等り手苺.驚収千曖よび酒攘りの製崎寃
"ス
は洒薇力麟発黎寃群に関慄する事莉綺奎でないこ

と.

小

● t121憫  .nら1,1(“る●務」
=の
Ⅲl'い
'が
.法金、≧今

"鷲
洒せらういは場書の公表された質量●

"年
にお

ヽヽ
`"ら
かになっていうものに

“

o■|1饉奎マないこと.

!6)i〕 3,旧……0々の材露の
"“
や取
=1●
●頷の,たに腱する0""奎でないこと.

17'「 14〕 ||……次のような性質を■するt,のでないこと.

ィ実地

“

躊や取ヮ|●

““

番

“

^の確会等による事実簡
"●
露だを必姜とするもの

口

"“
に関する横

'以
外●麟●●に

“

る解決等を必要とするもの

′ヽ 平詢腋0に饉る取り1●が、ユ今尊:_撼触又は雑たするおそれ0ヽあうも0
二 ,前燿奎に係る取り1●について.晨薔■査,・ 本口●立て

'.1鰯
析松中であるか.嗽 ||●篠

“

奢mにお .ヽ″ V`

いて0,,XttD●のおそれが●らであいもの

ホ同事会,1■の抒わ又は11,の
`望
●に

“

わる鷹01●、■■●撻護

“

Iと しては不
`■
と
'3●

られる

^甍の軽減セ空壺な口的とするもの

トー連0組み合t,さ れた取ユ1"の一部のみを無全しているもの

ハ
"t′

`o.リ
｀
Cソ

ワ・子1嘔奎千や事罰
"会
に■●n3疇閥係者が.■攪ヽ約における覇ヽな情報,●椰だがなtヽ苺、構が回の

国●当局によう脩

"収
算や事実饉錮い●蛯な國や11墟のrて オヽ

"で
あうもの

ツ上記のほか.本手崚によるu=が●りでないと

“

わられるもの ("示 )

0 文書口容が、薇饉の●用●についてのテ壽可籠■を
'え
ると
=｀
う本来の日的に工する形で和1用される

おそオ■0(ある蝸合

o 徹の法,■ 1こより決定されるべき
"燿
と′′る,重が米″袂である燿合

0 波
'の
改正場鞣にある

"題
であり,■■における●袢が国燿である■●

う 哺■撻工,●には,■
'3の“

Ⅲ
'輌
の■■以外に必要に4じて事前R会者に竹正ヽ を沐めた0合に その■′

"を記●
'る
.

e tの他越舟事項!■に|`、 オ又はおの
“

会●摯燎書を力
'お
の ■ヽ回祥佃当嬌に連絡すべさ▼嗜 (例えば.■●口饉

な″わないことが螂切であると,われる摯全で、nl嬌によう口峯が可籠な撃会に対して.日嵌|(よ う回饉を4ヤ つ́てい

るなどの事■,力であれば.適疵
"彙
す0.

4 `雲仕事嗅,については.●要,V■について、次0姜■●■が出■されているかどうかを確認した格来.r墟 Iスは

'本
邊jのいずれかな0で腱む,

(1'「 8,枷 ……

“

麟上のネ

“

中:|(権壼諄40彙事案,,うに

“

るもの.鎮凛所0■φ晨複●
""に
“

る0銀

“

饉.薗

等に対する●疇全●●詢豪絡、4,企業口
""建

方法書の苺2.同霙
=団 `年
からの膊会に対する文書回笙

す.",綺●薔澤

“

嬌針●●より.瑯綸終嗜手崚がだ0られているものではな1ヽこと.

0 〔0,Ⅲ……Ⅲ告
"饉
市(薇栞燎収年の●●はい,摯前)の事詢籠全であること.

O i101●…Ⅲ た0事贅腱係や薇数の選択腋がある事実醸篠に薔づくものではなく、事詢熙全率向″|こより凛際

に.けわれた又13-摯 ||●に薇る事前照会であること。

り 子〕11■… ^“董性
',■
競.織収■遭及び漏菫等の製造免餞承は鰤■の財た黎免許に関係■●●前D3,でないこ

と.

● `12」 1目 …取う:■に

“

る様蒻.L,取,い 0ポ.法令、レ
'絆
Rtttあるいは場■の0■された質彙子輌等にお

ι`て,らかになつているものに,`0前 A会でないこと。
161 :131■ .… ■ の々財この■■や取引●●

"の
,定に薔す0,1'照■でな|ヽこと.

`7, :14,憫

.… ンのような性質を■するものでないこと.

イ 来地●澪や取ち1年

"慄
オ,^の服会年による事爽

““

′,諄 tを必鬱とするもの

●

"鶴
に関すヽ 法令以外0工●●に簾

`"釈
苺を必栞とするもの

′ヽ 01t熙会に係る菫弓1尊が.わ令●に筵触又は嬌薇するおそれがあるもの

二 事輛11全に優る取31等について.“猥■■■・不腱中立ヽ中.■蕩萬摯やであるか.取 ,1年躙悴僣門にお

6 :その他颯薔
'■
,輌には.宝 文

“

めの

"会
心嘗
"当`が
わの文
=回
筆11当 Fに連神 く́さ■■ (例えば、文書口客

を,:,な t｀ことが

'9で
あると0われる凩全α.口嬌による向渤

'I“
な薦会に対して.口 ,照による口答を行 ,́てい

るなどの,■)力:あれば.烙査配載する.



葬夕‐し?ハ■′tt~~

平成 20年 2月 25日

審 理 室

文書回答手続の事務運営指針の一部改正について

1 平成20年度税制改正審議を踏まえ(「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等

について(事務運営指針)」を次のとおり改正する。

(主な改正点)

① 文書回答を行う対象となる事前照会の範囲に、将来行う予定の取引で個別具体的な

資料の提出が可能なものを加える。                     ´

② 照会・回答内容の公表に関して、事前照会者名などの事前照会者を特定する情報は

原則非公表とする。

なお、事前照会者から申出があつた場合は事前照会者名を公表することができるこ

ととする。

③ 回答文書等は、原則として、その回答後60日以内に公表することとしているが、事前

照会者の申出があり、その申出に相当な理由がある場合には、180日 以内(現行 120

日以内)の期間、公表を延期できることとする。

④ 文書回答は、照会文書が到達した日から原則3か月以内に行うよう努めることとして

いるが、原則3か月以内の担力早期に行うよう努めることとする。

(参考)現行の事務運営指針中に「複数の選択肢がある事実関係に基づくものではな
いこと」との要件があるが、その意味は、「一つの照会文書において前提となる

事実関係が選択的なものとなっていないことである」旨注記し、明確化を図るこ

ととする。

2 「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について(事務運営
指針)」についても、上記l④と同様の改正を行う。

3上記改正は、いずれも平成20年4月 1日 以後に受け付けたものから適用する。

/
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簿 冊 名 法令解釈通達及び事務運営指針並びにその関係書類
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伺  い

文書回答手続は、納税者サービスの一環として、実際に行われた又は確実に行われる取

引等で、多数の納税者から照会が予想されるものや不特定多数の納税者にかかわるものの

税務上の取扱いについて文書により回答を行うとともに、その内容を公表することによ%
同様の取引等を行う他の多数の納税者に対しても税法の適用等について予測可能性を与え
ることを目的として実施してし`る。

今回、この文書回答手続について、納税者利便の一層の向上の観点から_所要の整備を
行い、現行の事務運営指針を別案のとおり改正することとしたい。(1
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各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長
殿

国 税 庁 長 官

(官印省略)

「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」

の一部改正について (事務運営指針 )

標題のことについては、平成 14年 6月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文
書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の一部を下記のとおり改正したから、平
成23年 4月 1日 以後に受け付けた事前照会に対する文書回答手続等については、これにより適

切に実施されたい。

(趣旨)

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について、納税者利便の一層の向上の観点から、

所要の整備を行うものである。
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別紙「新旧対照表」の「改正前」欄に掲げる部分を「改正後」欄のように改める:
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(別紙)

新 旧 対 照 表

(注)アンダーラインを付した部分は、改正部分である。
改 正 後 改 前正

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針)

局における審査事務等

(1)形式審査事務及び補正要求事務

(省略)

(2)実質審査事務

イ 実質審査の担当
(省略)

口 留意事項
(イ)文書回答は、照会文書上明らかにされた事実関係に基づいて行う
のであるから、実質審査に当たっては、当該照会文書上明らかにさ

れた事実関係のみでは文書回答の前提となる事実関係が不十分で判

断が困難となるような場合には、文書回答担当者は、事前照会者に

対して書面等の方法による補足資料の提出を確実に求めるなど可能

な限り適否の判定を行うことに努める。また、その事実関係の確認

のために、事前照会者以外の取引等関係者への照会等は行わないこ

ととする。

なお、文書回答担当者は、速やかな事務処理に心掛け、審査に必

要な資料 (4(1)イ の参考資料を含む。)の提出及び記載事項の補正
(以下「補足資料の提出等」という。)が必要な場合には、照会文書
が受付窓口に到達した日から原則 1か月以内に当該提出等がなされ
るよう努める。

(注)実 質審査の内容は「文書回答等を行う事前照会の事績整理票」
(別紙 3の様式参照)に記載する。

0

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針)

5 局における審査事務等
(1)形式審査事務及び補正要求事務

(省略)

(2)実質審査事務

イ 実質審査の担当
(省略)

口 留意事項               =
(イ)文書回答は、照会文書上明らかにされた事実関係に基づいて行う
のであるから、実質審査に当たっては、当該照会文書上明らかにさ

れた事実関係のみでは文書回答の前提となる事実関係が不十分で判

断が困難となるような場合には、文書回答担当者は、事前照会者に

対して書面等の方法による補足資料の提出を確実に求めるなど可能

な限り適否の判定を行うことに努める。また、その事実関係の確認
のために、事前照会者以外の取引等関係者への照会等は行わないこ

ととする。                    ・

なお、文書回答担当者は、速やかな事務処理に心掛け、審査に必

要な資料 (4(1)イ の参考資料を含む。)の提出及び記載事項の補正
(以下「補足資料の提出等」という。)が必要な場合には、照会文書
が受付窓口に到達した日から原則 1か月以内に当該提出等がなされ
るよう努める。

(注)実質審査の内容は「文書回答等を行う事前照会の事績整理票」
(別紙 3の様式参照)に記載する。
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改 後正 改 正 一削
(l:I) 書回答担当者は、照 文書が受付窓口に到達した日からおおむ

(注 ) 1 「処 の時期の 通し等」ヤま、できる り「1か 後」

ことに留意する。

二l上 文書回答が行われる前に事前照会に係る取引等の申告期限等が到
来した場合には、文書回答は行わず、申告審理又は調査審理におい
て処理することに留意する。

6 回答及び公表 ・

(1)回答

実質審査を了した場合には、関係主務課等にあらかじめ処理案を回付
し、必要に応じ協議した上で、関係主務課等との合議により決裁を了し
た後、その審査結果に応じて、それぞれイからハにより処理する。
なお、文書回答は局の審理課長名 (審理課が設置されていない局にあ
っては審理官名、沖縄国税事務所にあっては課税総括課長名)又は酒税
課長名 (沖縄国税事務所にあっては、間税課長名)で行うこととする。
また、文書回答は、照会文書が受付窓口に到達した日から原則 3か月
以内の極力早期に行うよう努める。ただし、補足資料の提出等を求めた
日から当該提出等がなされた日までの期間は、当該 3か月の期間に算入
しない。

おつて、次に掲げるような場合には、 3か月以内にとらわれず、十分
に審査を行った上で回答することに留意する。この場合13か月以内に

(新設)

I!吐 文書回答が行われる前に事前照会に係る取引等の申告期限等が到
来した場合には、_文書回答は行わず、申告審理又は調査審理におい
て処理することに留意する。

6 回答及び公表

(1)口答

実質審査を了した場合には
「
関係主務課等にあらかじめ処理案を回付

し、必要に応じ協議した上で、関係主務課等との合議により決裁を了し
た後、その審査結果に応じて、それぞれイからハにより処理する。
・
なお、文書回答は局の審理課長名 (審理課が設置されていない局にあ
っては審理官名、沖縄国税事務所にあっては課税総括課長名)又は酒税
課長名 (沖縄国税事務所にあっては、間税課長名)で行うこととする。
また、文書回答は、照会文書が受付窓口に到達した日から原則 3か月
以内の極力早期に行うよう努める。ただし、補足資料の提出等を求めた
日から当該提出等がなされた日までの期間は、当該 3か月の期間に算入
しない。

おつて、次に掲げるような場合には、 3か月以内にとらわれず、十分
に審査を行った上で回答することに留意する。この場合、 3か月以内に

り
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改 正 改 正 前
回答することができないと見込まれるものについては、事前照会者に対
し審査の進行状況及び回答時期の目途を連絡するなど配慮した上で、で
きる限り速やかに回答するよう努める。

① 複雑な経済取引等に係る照会で審査に時間を要する場合
② 他省庁との協議等、審査に時間を要する場合
③ 担当部署の事務処理能力を超える多数の照会があつたことにより、
業務に著しい支障が生じるおそれがある場合
(2)公表

イ 6(1)のイ (イ)及び (口)に係る照会内容及び回答内容のうち同様の取
引等を行う他の納税者に対しても国税に関する法令の適用等について
・ 予測可能性を与えることとなる部分については、公表することとする。
また、事前照会者から申出があった場合は事前照会者名を公表する
ことができる。

ただし、照会内容及び回答内容のうち、行政機関の保有する情報の
公開に関する法律に定める不開示情報に該当すると考えられる部分や
国税に関する法律上の守秘義務に抵触すると考えられる部分について
は、当該部分を被覆するなどして公表することに留意する。
(注)取 引等関係者名については、事案の性格上、明らかにすること
が必要な場合を除き、例えば、X、 Y等と記載することにより匿
名化することとする。

口 公表は、原則として、回答後2か月以内に行うこととする。
ただし、事前照会の際に、事前照会者から一定期間内 (1生を超え
ない期間内)につき公表しないことを求める申出があった場合で、旦
えば、照会に係る新たな金 商品の内容が一般に明らかとなる に公
表 されるとその金融商品の販売に 障が生じ得るといった、その申出
に相当の理由があると認められるときには、当該申出に係る期間後に
公表することとする。

ハ 公表は、各局又は庁のホームページにおいて照会及び回答の内容を
項目別に掲載して行うほか、各局又は庁の間覧窓口において閲覧に供
する。

回答することができないと見込まれるものについては、事前照会者に対
し審査の進行状況及び回答時期の目途を連絡するなど配慮した上で、で
きる限り速やかに回答するよう努める。

① 複雑な経済取引等に係る照会で審査に時間を要する場合
② 他省庁との協議等、審査に時間を要する場合
③ 担当部署の事務処理能力を超える多数の照会があつたことにより、
業務に著しい支障が生じるおそれがある場合
(2)公表

イ 6(1)のイ (イ)及び (口)に係る照会内容及び回答内容のうち同様の取
―引等を行う他の納税者に対しても国税に関する法令の適用等について
予測可能性を与えることとなる部分については、公表することとする。
また、事前照会者から申出があつた場合は事前照会者名を公表する
ことができる。

ただし、照会内容及び回答内容のうち、行政機関の保有する情報の
公開に関する法律に定める不開示情報に該当すると考えられる部分や
国税に関する法律上の守秘義務に抵触すると考えられる部分について
は、当該部分を被覆するなどして公表することに留意する。
(注)取 引等関係者名については、事案の性格上、明らかにすること
が必要な場合を除き、例えば、X、 Y等と記載することにより匿
名化することとする。

口 公表は、原則として、回答後lL日以内に行うこととする。.た
だし、事前照会の際に、事前照会者から一定期間内 (lm_旦を超
えない期間内)につき公表しないことを求める申出があつた場合で、
その申出に相当の理由があると認められるときには、当該申出に係る
期間後に公表することとする。

ハ 公表は、各局又は庁のホームベージにおいて照会及び回答の内容を
項目別に掲載して行うほか、各局又は庁の間覧窓口において閲覧に供
する。

０
０

/~

後



イ
~

別紙 1

別紙 1様式～別紙 1-3様式  (省略)

「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」の記載要領

1～ 11 (省略)
12 その他留意事項
(1)・ チエックシートの記載等

文書による回答の対象は、チエックシート記載の一定の要件を満たす
事前照会であることが必要であ哄 事前照会の内容等によっては、文書
による回答の対象とはならないものがありますので、ご注意ください (詳
しくは、税務署の窓口でご相談ください。)。

(2)公表等
本件照会及び回答文書の内容は、回答後 2_2星以内に公表することとし
ていますが、取引等の事情によリー定期間内 (1_生を超えない期間内)に
ついて非公表を求めようとする場合には、その求める期間及びその理由を
適宜の用紙に記載し、添付してください。
また、事前照会者名を公表することの申出をする場合には、その旨を適
宜の用紙に記載し、添付してください。 _

別紙 1

別紙 1様式～別紙 1-3様式  (省略)

「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」の記載要領

‘４

.~ヽ、

1～ 11 (省略)                 .・
12 その他留意事項
(1)チエックシートの記載等
文書による回答の対象は、チエックシー ト記載の一定の要件を満たす
事前照会であることが必要であり、事前照会の内容等によっては、文書
による回答の対象とはならないものがありますので、ご注意ください (詳
しくは、税務署の窓口でご相談ください。)。
(2)公表等
本件照会及び回答文書の内容は、回答後皿_旦以内に公表することとし
ていますが、取引等の事情によリー定期間内 (180日 を超えない期間内)
について非公表を求めようとする場合には、その求める期間及びその理由
を適宜の用紙に記載し、添付してください。
また、事前照会者名を公表することの申出をする場合には、その旨を適
宜の用紙に記載し、添付してください。
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平成 23年 3月 24日

審 理 室

文書回答手続の事務運営指針の一部改正について

文書回答手続の概要

文書回答手続は、納税者サービスの一環として、実際に行われた又は確実に行わ

れる取引等で、多数の納税者から照会が予想されるものや不特定多数の納税者にか

かわるものの税務上の取扱いについて文書により回答を行うとともに、その内容を

公表することにより、同様の取引等を行う他の多数の納税者に対しても税法の適用

等について予測可能性を与えることを目的として実施している。

2 改正点
平成 2_3年度税制改正大綱を踏まえ、「事前照会に対する文書回答の事務処理手

続等について (事務運営指針 )」 を次のとおり改正する。

国税局の担当職員は、照会文書が受付窓口に到達しだ日からおおむね 1月以内

に、それまでの検討状況から見た文書回答の可能性、処理の時期の見通し等につ

いて、事前照会者に対し回頭で説明することとする。ただし、補足資料の提出等

を求めた日から提出等がなされた日までの期間は、この 1月 の期間に算入しない

こととする。

② 事前照会者からの申出に相当の理由があるとして、照会内容及び回答内容等の
公表を延期できる期間を、最長1年以内 (改正前 180日以内)に延長する。

3 適用時期 ` ~
平成 23年 4月 1日 以後に受け付けたものから適用する。

ヽ

ヽ



平成 23年度税制改正大綱 (平成 22年 12月 16日閣議決定) 39頁

(7)その他
〔国税〕

① 事前照会に対する文書回答制度の見直し
.事前照会に対する文書回答制度について、次の見直しを行います。
・ イ 国税局の担当職員は、事前照会者からの照会文書が受付窓日に到
達した日からおおむね 1月以内に、それ'までの検討状況から見た文
書回答の可否の可能性、処理の時期の見通し等について、当該事前
照会者に対し口頭で説明することとします。ただし、補足資料の提
‐ 出等を求めた日から当該提出等がなされた日までの期間は、当該 1
月の期間に算入しないこととします。.      .
口 事前照会者からの申出に相当の理由があるとして、照会内容及び
回答内容等の公表を延期できる期間を、最長 1年以内 (現行 180日
以内)に延長します。         ~
・(注)上記の改正は、平成 23年 4月 1日以後に行われる事前照会につ
いて適用します。

`  
ヽ

ヽ ノ



件

名

「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の一部改正につ

いて (事務運営指針 )

文書番号

課 審 1-31

伺

い
文

事前照会に対する文書回答手続は、納税者サービスの一環として、実際に行われた又は確実に行わ
れる取引等で、多数の納税者から照会が予想されるものや不特定多数の納税者に関わるものの税務
上の取扱いについて文書により回答を行うとともに、その内容を公表することにより、同様の取引

等を行う他の多数の納税者に対しても税法の適用等について予測可能性を与えることを目的として

別紙3参照

起

案

起案日 平成29年 03月 07日 受付日

部署

決

裁

決裁処理期限日

決裁日 平成29年05月 23日

施

行

施行処理期限日

山崎 栄 施行日 平成29年 05月 26日

連絡先 施行先

分

類

名

称

大分類 公文書管理 (そ の他 )

中分類 訓令及び通達の立案の検討

その他の重要な経緯 施行者

名称 (小分類 ) 【平成29年 】事務運営指針
及び事務運営指針関係書類

取扱上の注意

取

扱

区

分

秘密区分

秘密期間終了日 格
付
け

機密性格付け

指定事由 取扱制限

保

存

行政文書保存期間 10年

保存期間満了時期 令和09年 12月 31日

決

裁

・
供

覧

欄

国税
川嶋

国税
渡邊

国税
谷ロ

庁 課税部
真 (部長 【庁】 ) 【,斉】

庁
淳旱長皐震補栓奮評】
庁 長官官房 _総務課
香穂 (係長 【庁】 )

) 【後閲】

審査企画係

異鸞庁健暴冥呈霧官幹葬蔚審査企画係

国税庁 課税部 課税総括課 総務係
有澤 美香 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 調査査察部 調査課
鈴木 孝直 (課長 【庁】) 【済】
別紙1参照

備

考

欄
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決裁・供覧

国税庁 課税部  課税総括
課審理室  審理総括係

起案者
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）

国税庁 調査査察部 調査課
戸谷 淳哉 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 調査査察部 調査課
田口 敏也 (主査 (国税調査官)【庁】) 【済】

国税庁 調査査察部 調査課
小西 勉 (企画専門官 【庁】) 【済】

国税庁 調査査察部 調査課 審理第一係
島本 豊暢 (係長 (国税調査官)【庁】) 【済】

国建
庁
証¬篠套委留税壽墓馨)賛澤露テ係【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税軽減税率制度対応室
石澤 勇司 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税軽減税率制度対応室 総括係
寺井 健人 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税室
永田 寛幸 (室長) 【済】
庁税
内
国
竹

課税部 課税総
啓 (課長補佐 【庁

課
＞
　
課
査

括
ｌ
　
括
実

西
日費税室
【済】

国税庁 課税部 課税総
末安 直貴 (係長 (国税

消費税室 消費税第一係
官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 資産評価企画官
松山 清人 (資産評価企画官) 【済】

国税庁 課税部 資産評価企画官
田所 寛幹 (資産評価企画官補佐) 【済】

国税庁 課税部 資産評価
丹羽 隆浩 (係長 (国税実

官
＞
画
官
企
査

評価係
庁】) 【済】

国税庁 課税部 酒税課
田村 公― (課長 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 酒税課
宮葉 敏之 (酒税企画官) 【済】

国税庁 課税部 酒税課
磯見 竜太 (課長補佐 【庁】) 【済】

庁税
橋
国
高

課税部 酒税課 総務係
啓 (係長 (国税実査官)【庁】 ) 【済】

庁税
守
国
飯

課税部 法人課税課
一文 (課長 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 法人課税課
神谷 信 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 法人課
浜田 さゆり (係長 (国 査

課
実
税
税
総務係
官)【庁】) 【済】

1国税庁 課税部 資産課税課
―弘 (課長 【庁】) 【済】瀧

　
国
岩

澤

課
庁
税
Ｉ
課
佐
産
補
資
長課

部
＜
税
里
課
加由

庁税
佐 ) 【済】
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国税庁 課税部 資産課税課 総務係
松下 武史 (係長 (国税実査官)【庁】) 【

"斉

】

国税庁 課税部 資産課税課 総務係
富山 智子 (国税実査官 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 個人課税課
槙原 耕太郎 (課長 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 個人課税課
石澤 弘樹 (課長補佐 【庁】 ) 【,斉】

国税庁 課税部 個人課税課 総務係
小林 秀和 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課
市田 浩恩 (課長 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課
山下 和博 (課税企画官) 【済】

庁税
木
国
鈴

課税部 課税総括課
友康 (企画調整官) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課
長内 昌三 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課 調整係
小林 克巳 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
千葉 俊徳 (室長) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
遠部 友子 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
野崎 岡:|(企画専門官 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
大野 隆太 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
森高 厚胤 (企画専門官 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
上田 浩人 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室 審理第五係
神田 泰宏 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

庁税
場
国
吉

課税部 課税総括課審理室 審理第四係
英雄 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室 審理第二係
板東 ―也 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室 審理第二係
池内 学 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室 審理第一係
馬渕 大樹 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】
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答手続について、納税者利便の一層の向上の観点から、所要の整備を行い、現行
別案のとおり改正することとしたい。

(注 )「『同業者団体等からの照会に対する
いて (事務運営指針)」 については、本事務
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の改正と同時に発遣することを予定している
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伺  い

事前照会に対する文書回答手続は、納税者サービスの一環として、実際に行われた又は

確実に行われる取引等で、多数の納税者から照会が予想されるものや不特定多数の納税者

に関わるものの税務上の取扱いについて文書により回答を行うとともに、その内容を公表

することにより、同様の取引等を行う他の多数の納税者に対しても税法の適用等について

予測可能性を与えることを目的として実施している。

今回、この文書回答手続について、納税者利便の一層の向上の観点から、所要の整備を

行い、現行の事務運営指針を別案のとおり改正することとしたい。

(注)「『同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について』の一部改

正について (事務運営指針)」 については、本事務運営指針の改正と同時に発遣する

ことを予定している。



課 審 1

課 総 2

課 個 1

課 資 1

課 法 1

課 酒 1

課 評 1

課 消 1

課 軽 1

査 調 1

平成29年 5

― O
― O
― O
― O
― O
― O
― O
― O
― O
― O
月○日

各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長
殿

国 税 庁 長 官

(官印省略 )

「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」

の一部改正について (事務運営指針)

標題のことについては、平成14年 6月 28日付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文

書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の一部を下記のとおり改正したから、平

成29年 7月 1日 以後に受け付ける事前照会に対する文書回答手続等については、これにより適

切に実施されたい。

(趣旨)

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について、納税者利便の一層の向上の観点から、

所要の整備を行うものである。

別紙 「新旧対照表」の「改正前」欄に掲げる部分を「改正後」欄のように改める。

記



(別紙 )

(注)ア ンダーラインを付した部分は、改正部分である。

正 後改 正 ユ削改

(注 ) 「将来行 う予定の取引等」に係 事前照会には、照会の前提とす

る事実関係について選択肢があ ものは含まれないことに留意す

るュ_
四～(8)(省略)
(9)以上のほか、事前照会の内容が次に掲げるような性質を有しないもの

であること

イ～り (省略)
ヌ 審査の途中において、照会の前提とする事実関係が合理的な理由な

文書回答を行う対象となる事前照会の範囲

文書回答の趣旨を踏まえ、次の要件のすべてを満たす事前照会に対して、

事前照会者の求める見解への回答を文書により行うこととする。

ただし、国税に関する法令に定める承認申請等に係るもの、譲渡所得等

の課税の特例に係る事前協議、国等に対する寄附金の事前確認、独立企業

間価格の算定方法等の確認、同業者団体等からの照会に対する文書回答な

ど、それぞれの趣旨。目的に基づいて別途事務運営指針等により手続が定

められているものについては、当該事務運営指針等によることに留意する。

(1)・ (2)(省略)
(3) 仮定の事実関係や複数の選択肢がある事実関係に づくものではな

≦ェ_実際に行われた取引等又は将来行う予定の取引等で個別具体的な資

料の提出が可能なものに係る事前照会であること

「複数の選択肢がある事実関係に基

つの照会文書において前提としている事実関係が複数ではなく一つ

であることをい2_

四～(8)(省略)
(9)以上のほか、事前照会の内容が次に掲げるような性質を有しないもの

であること

イ～り (省略)
(新設)

1

(注 ) づくものではなく」とは、一

新 旧 対 照 表

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針 )

1 文書回答を行う対象となる事前照会の範囲
文書回答の趣旨を踏まえ、次の要件の全二を満たす事前照会に対して、

事前照会者の求める見解への回答を文書により行うこととする。

ただし、国税に関する法令に定める承認申請等に係るもの、譲渡所得等

の課税の特例に係る事前協議、国等に対する寄附金の事前確認、独立企業

間価格の算定方法等の確認、同業者団体等からの照会に対する文書回答な

ど、それぞれの趣旨・目的に基づいて別途事務運営指針等により手続が定

められているものについては、当該事務運営指針等によることに留意する。

(1)。 (2)(省略)
(3)実際に行われた取引等又は将来行う予定の取引等で個別具体的な資料
の提出が可能なものに係る事前照会であること

く2≧[逗L奎菫口4ζ
=1≧

望2

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針 )



改 正 後 正 月I!改

ル 上記イから塁までに掲げるもののほか、本手続による文書回答が適

切でないと認められるもの

(例示)(省略 )

3 事前照会時の対応及び提出書類等
国税に関する法令の適用等に関して、事前照会者から文書による回答を

求める照会があった場合には、次のように対応する。

(1)(省略)
(2)照会応答担当者は、照会内容が明らかに 1に掲げる要件を満たしてい

ないと判断される場合を除き、次のイからチまでの事項を記載した書面

並びにり及びヌの書類 (「次のイからチまでの事項を記載した書面」につ

いては別紙 1の様式参照。以下、照会事項に関係する参考資料を含めて

「照会文書」という。)を提出することにより本手続に基づく事前照会が

できる旨及び審査の結果次第では、今後、文書回答を行わないこととな

る可能性がある旨を、事前照会者に対して説明する。

(注) (省略)
イ  (省略)
口 照会事項に関係する取引等関係者の名称 (全二実名とする。)、 取引
等における権利 。義務関係などの具体的な事実関係

ハ～チ  (省略)
り 事前照会に係る取引等に関する全てつ契約書及び審査に必要と思わ
れる資料等の写し等関係書類

ヌ  (省略)

7 関係部署への連絡等
(1)局における回答内容の通知等

文書回答を行った局の審理課又は酒税課は、 2(1)の署 (税務署長)又
は局 (局調査管理課長等)に対 して、回答内容等を通知するとともに、

ヌ 上記イからりまでのほか、本手続による文書回答が適切でないと認
められるもの

(例示)(省略)

3 事前照会時の対応及び提出書類等
国税に関する法令の適用等に関して、事前照会者から文書による回答を

求める照会があった場合には、次のように対応する。

(1)(省略)
(2)照会応答担当者は、照会内容が明らかに 1に掲げる要件を満だしてい

ないと判断される場合を除き、次のイからチまでの事項を記載した書面

並びにり及びヌの書類 (「次のイからチまでの事項を記載した書面」につ

いては別紙 1の様式参照。以下、照会事項に関係する参考資料を含めて

「照会文書」という。)を提出することにより本手続に基づく事前照会が

できる旨及び審査の結果次第では、今後、文書回答を行わないこととな

る可能性がある旨を、事前照会者に対して説明する。

(注) (省略)
イ  (省略)
口 照会事項に関係する取引等関係者の名称 (すべて実名とする。)、 取
引等における権利・義務関係などの具体的な事実関係

ハ～チ  (省略)
り 事前照会に係る取引等に関する主全二の契約書及び審査に必要と思
われる資料等の写し等関係書類

ヌ  (省略)

7 関係部署への連絡等
(1)局における回答内容の通知等

文書回答を行った局の審理課又は酒税課は、 2(1)の署 (税務署長)又
は局 (局調査管理課長等)に対して、回答内容等を通知するとともに、

，

“
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関係主務課等に対して回答文書の写しを回付するなどその処理結果を連

絡する。また、全二の処理が終了した場合には、一切の関係書類を日付

順又は項目別に編てつし、文書回答関係書類として保存する。

(2)～四  (省略)

関係主務課等に対して回答文書の写しを回付するなどその処理結果を連

絡する。また、主全二の処理が終了した場合には、一切の関係書類を日

付順又は項目別に編てつし、文書回答関係書類として保存する。

(2)～四  (省略)
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取51等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会
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別紙 1-1様 式～別紙 1-3様 式  (省略 )

「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」の記載要領

1・ 2 (省略)
3 「③ 氏名・名称」及び「④ 総代又は法人の代表者笠」
事前照会者が個人である場合には、③欄に氏名を記載し、押印してくだ

さい。なお、総代が互選されているときには、④欄に総代の住所又は居所

及び氏名を記載し、押印してください。

事前照会者が法人や団体である場合には、③欄に名称を、④欄に代表者

笠の住所又は居所並びに役墜及び氏名を記載し、代表者笠の印を押してく

ださい。なお、代表者等は二担当役量_二⊆上」差」上:立2:重:型,生」
=[二
`五

_
4～ 12 (省略 )

別紙 1-1様式～別紙 1-3様式  (省略)

「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」の記載要領

1・ 2 (省略)
3 「③ 氏名 。名称」及び「④ 総代又は法人の代表者」
事前照会者が個人である場合には、③欄に氏名を記載し、押印してくだ

さい。なお、総代が互選されているときには、④欄に総代の住所又は居所

及び氏名を記載し、押印してください。

事前照会者が法人や団体である場合には、③欄に名称を、④欄に代表者

の住所又は居所及び氏名を記載し、代表者の印を押してください。

4～ 12 (省略 )

に
０
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男Il紙 2

別紙 2様式  (省略 )

[形式審査表の記載要領]

1～ 3 (省 略 )

4 「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載され
ているかどうかを確認した結果、「適」又は「不適」のいずれかを○で囲む。

(1)。 (2)(省略)
(3)「 10」欄……事前照会者自身により実際に行われた取引等又は将来行う

予定の取引等で個別具体的な資料の提出が可能なものに係る事前照会で

あること (「将来行 う予定の取引等」に係る事前照会にあっては、照会の

前 提 と十 る事実関 係 について 1彊 月十があるt、 のではないこル ヽ

四～(6)(省略)
(7)「 14」欄……次のような性質を有するものでないこと。

イ～チ  (省略)
り 審査の途中において、照会の前提とする事実関係カゞ合理的な理由
な 更される の

ヌ 上記のほか、本手続による回答が適切でないと認められるもの (例

示)

①～③  (省略)

5・ 6 (省 略 )

別紙 2

別紙 2様式  (省略)

[形式審査表の記載要領]

1～ 3 (省 略)

4「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載され
ているかどうかを確認した結果、「適」又は「不適」のいずれかを○で囲む。

(1)・ (2)(省略)
(3)「 10」欄 仮定の事実関係や複数の選択肢がある事実関係に基づくも

の至はなく=事前照会者自身により実際に行われた取引等又は将来行う
予定の取引等で個別具体的な資料の提出が可能なものに係る事前照会で

あること。

四～(6)(省略)
(7)「 14」欄……次のような性質を有するものでないこと。

イ～チ  (省略)
(新設)

_■ 上記のほか、本手続による回答が適切でないと認められるもの (例
示 )

①～③  (省略)

5・ 6 (省 略)

″
′



(決裁参考 )

文書回答手続 (事前照会)の事務運営指針の一部改正について

文書回答手続の概要

事前照会に対する文書回答手続は、納税者サービスの一環として、実際に行われ

た又は確実に行われる取引等で、多数の納税者から照会が予想されるものや不特定

多数の納税者に関わるものの税務上の取扱いについて文書により回答を行うとと

もに、その内容を公表することにより、同様の取引等を行う他の多数の納税者に対

しても税法の適用等について予測可能性を与えることを目的として実施している。

2 改正点
納税者利便の一層の向上の観点から、「事前照会に対する文書回答の事務処理手

続等について (事務運営指針 )」 を次のとおり改正する。

文書回答手続の対象となる照会範囲についての誤解の是正

現行の事務運営指針においては、将来行う予定の取引等であっても、個別具体

的な資料の提出が可能なものは照会の対象としている。この場合、自己に有利な

回答を引き出すために照会内容の一部を変更するなどして照会を繰り返し、租税

回避に悪用される可能性があることから、「仮定の事実関係に基づく」照会は、

文書回答手続の照会範囲から除いている。そのため、例えば、照会者が、認可前

の金融商品など前提となる事実関係が最終確定していない照会は、本来は照会の

対象となるにもかかわらず、照会者において「仮定の事実関係に基づく」照会に

該当し、照会の対象外であるとの誤解を生み、照会に至っていない現状が把握さ

れたことから、これを是正するために文書回答手続の照会範囲を整理する。

② 納税者の照会に係る事務手続の簡素化

現行の事務運営指針においては、照会文書には一律に代表者の記名押印を求め

ているところ、大企業においては記名押印のための代表者への説明等の事務手続

が煩雑であり、照会する上での負担になつているとの意見があることから、記名

押即を行うべき者について担当役員でも差し支えないこととする。

3 適用時期
平成 29年 フ月 1日以後に受け付けるものから適用する。



決裁・供覧

件

名

「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の一部改正につ

いて 〈事務運営指針) 課 審 1-26

伺

い
文

事前照会に対する文書回答手続は、納税者サービスの一環として、個別の取引等に係る税務上の

取扱いについて、文書により回答を行うとともに、その内容を公表することにより、同様の取引等

を行う他の多数の納税者に対 しても税法の適用等について予測可能性を与えることを目的として実

施 している。

別紙3参照

起

案

起案日 令和02年 10月 19日 受付日

部署

国税庁  課税部  課税総括
課審理室  審理総括係

決

裁

決裁処理期限日

決裁日 令和02年 10月 19日

施

一可

施行処理期限日

起案者 父母石 英毅 施行日 令和02年 10月 19日

連絡先 施行先

分

類

名

称

大分類 公文書管理 (そ の他 )

中分類 訓令及び通達の立案の検討

その他の重要な経緯 施行者

名称 (小分類) 【令和 2年 】 【審総】事務
運営指針及び事務運営指針

関係書類

取扱上の注意

取

扱

区

分

秘密区分

秘密期間終了日 格
付
け

機密性格付け

取扱制限

保

存

行政文書保存期間 10年

保存期間満了時期 令和12年 12月 31日

決

裁

・
供

覧

欄

里語庁純孝贅聖長蓄
税鶴覇課審
理室

里贅庁智旱長戻曇【拌鷲秀 :雷
企画係

軍弊庁悠蜃冨墓霧官玲芹弔) 島翁画係

屋棄庁佳啓費皐長需秘賛揮〒声
理室
【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
山中 英司 (企画専門官 【庁】 ) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
塚尾 敦嗣 (課長補佐 【庁】) 【済】
別紙1参照

備
考
欄

今回の事務運営指針の改正は、書面・押印の見直しに係る庁内の方針に従うものであるため、合議
は省略する (国税庁行政文書取扱規則第12条 2項 )。

1/3

文書番号

指定事由



別紙 1

決

裁

・
供
覧

欄

（
別
紙

）

庁
　
　
庁

税
内
　
税

国
池
　
国

課税部 課税総括課審理室
学 (企画専門官 【庁】) 【済】

木

課税部 課税総括課審理室
憲太郎 (企画専門官 【庁】)【 済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室 審理第五係
石井 孝 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

庁
賢
税国
林

課税部 課税総括課審理室 審理第四係
輔 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁
安部 幸

課税部 課税総括課審理室
紀 【後閲】

国税庁 課税部 課税総括課審理室 審理第二係
二摩 真矢 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室 審理第―係
徳村 典明 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

2′/3
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別紙3

伺

い
文

（
別
紙

）

今回、この文書回答手続につい
、所要の整備を行い、現行の事

照
営運ヽ

て
務
会者の事務負担の軽減及び行政事務の効率化を図る観点から
指針を別案のとおり改正することとしたい。

(注)「『同業者団体等からの照会に
いて (事務運営指針)」 については、

答
針
回
指
書
営
文
運
る
務
す
事
対
本

の事務処理手続等について』の一部改正につ
の改正と同時に発遣することを予定している

3/3



課 審 1-O

令和2年 10月 0日

各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長
殿

国 税 庁 長 官

(官印省略 )

「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」

の一部改正について (事務運営指針 )

標題のことについては、平成14年 6月 28日付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文

書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の一部を下記のとおり改正したから、令

和 2年 10月 26日 以後に受け付ける事前照会に対する文書回答手続等については、これにより適

切に実施されたい。

(趣旨)

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について、照会者等の事務負担の軽減及び行政

事務の効率化を図る観点から、所要の整備を行うものである。

別紙 「新旧対照表」の 「改正前」欄に掲げる部分を「改正後」欄のように改める。

「
Ｅ
〓
一ロ



(別紙 )

新 旧 対 照 表

(注)ア ンダーラインを付した部分は、改正部分である。

改 正 後 改 正 ユ則

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針)

本文 (省略 )

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針)

本文 (省略)
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改 正 後 改 正 月ll

,,紙 1‐-4

チ ェ ッ ク シ ー ト

(取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会用)

この
'‐
ックァー 1ヽ

`t、

「取引等に係る税務 にの取扱い等に関する事前照会」を提出するにヽたoC.
事前チ:瞑会

'訥
容等が文嚇による回答の対象であるかどうかを確認してヽ`ただくための「―機 的な事項」

をまとめたものです.

確認が終わりましたち,照会文書と併せて提出してください.

113 イ .`ッ ク1圏

11′  :事 1)1籠 t奈

`つ

(イアう■1引 4等に係 る,,4.全で 1',る はい・いいえ

(2}撫税 磯 税 、 とん税及び特
"ljと

ん税を除 く,以 下 :t,1じ 。)に関す る彦令の解釈
艤 用その他税務 .liの取扱いに関する離会である。

はい・ |ヽいえ

i3)中告螂1晨前 (源泉薇収等の場合は納期 ,1,前)の照会である。 はい・ |ヽいえ

:4, 実際に行われ た取引等又は将来

`,う

予 tめ取 `′ 等で憫剛 具体的な資料の凝 樹が
,r縫な t,の に係、る照 1会である.

はい・いいた

151 1嗜 会、ヽ前提 とす る事翼機係 に ,́い ヽ選択 11ぇがあ る ,ヽのではない。 はい・いいえ

(6' 事前 :'電会の中出′)際に、審査に必要な資料を提出している. はヽヽ・いいえ

(7)照会的容′,審査に必要,'`追加的な資料や翻訳文の機 II:に制意する. は1ヽ・いいえ

(81 1照 会 :●
`,及
び tヽ お ,ヽ容が公表 され るこ とに 1,1意 ,‐る.

`よ

1ヽ・レヽ|ヽズ

(, 1=(会 :ヽ容及び同答内容が公表さオtる ことについて、取引等の関係者のT′ :率を得

ること、及び彼に取引等の関係者間で統争がなこった場合には、事前難‐会者の質

“

において処理することに同意す″o`,
`,セ

・ヽ |ヽ 1ヽ ,そ

(1鮮 調査悴の手続、徹収手続、
`1「
螂 等の製造免許なしくは酒堰の販売業免許又は潤

蟻衛!r女に関係する照会ではない.
はtヽ・いいえ

,1' 11メ リ1等 に係 る税務 上の取扱 い等が .法令、法令解釈 ,面攘あ るい誡蒟去に′′ヽ表 さ
れた質疑事例等において明 らかになっ ていない.

はい・いいぇ

1lヵ  繍 々の紺
",評
価や 腋 ,,等価額″)茶tr円 す :、照会ではない.

`,い
・いいぇ

れ静 事前囃会に係る取り1等は、法令等に抵触しない又は抵触のおそれがない )ヽので
ある。

liヽ ・ヽ |ヽ せヽえ.

|1 事前11贅会に係る取引等について、関係者間・・無 紛争中ではない又は紛争のおそ
れがない。

はい・いいえ

け 事前菫会に係る取引鰺は、糧の軽減を劉ることを主要な日的として行われるも
のではない。

はい・ヽヽいえ

出  ・連の来I::み 合わ され た鯨 引等の ・椰のみの照会で ,まない。 1ユ や`・ |｀い,社

(注)こ
`′

ッチェックシー ト″〉生ての項 |ヨ に該｀

'す
る場合であっても、審査の結果、文書による日答がで

きない場合 ,ヽあります (詳細につき
'し
ては、税務署苺の窓 1:1で ご相談ください.).

:摯  前
照会者

別 紙 1-4

チ ェ ッ ク シ ー ト

(取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会用)

このチ :,ッ タシー トは .「取りl等に係 る税務
=ι

7)取檄 い等に関す る率前熙会 1を提出するに 当たって、

事前照会の内容等が文書 による国答の対象であ るか ど うか な麒認 していただ くためて′)「一般的な事項」

をま とめたものです .

確認が絡わりましたら、照会文書ど絆せて提I!してください.

理 子‐ック拗

|ま |｀・ セ` レ` ぇ

は,ヽ・いいえ

(3)呻告期限前 帆 晟徹`じ
`等
の場合′勲 厠限前)の購書である. はい。いいえ

(4, 実檬に行われた象引等又!■将来 1ょ う予定の取ワ1等で個,,具体的な資料の提出が

可能なものに係る照会である。
litヽ・ |ヽ 0ヽえ

15),■会の前提とする事実関係について選択肢があるものではない はい。いいえ

`6)事
前鳩会の中出′)際に、審査 |こ必要な資料を提出している.

(7' 照豪内容の審査 :こ必要な通力1的な資料や翻訳 交ブ,提出に同摩す る. は ,ヽ・ |ヽい え

`8)照
会 :内容及び陣答内容が

′′ヽ表 され る
=と
に 1■意す る。 liい 。いいえ

19)照会内容及び脚答内容が公表されることについて、IIヽ引等′)開係僣のI解を得
ること、及び彼に取引等の関係者間で紛争が機こった場合に,ま、1事前

':髯
会者の贅

`1に

おいて処理することに1,,1意する.

liヽ ・ヽヽヽ1ヽえ_

“

 ヽ調査等の手続、薇取手続、酒類等の製造免許苦しく't酒類の餃売漿知 :又 |,湾
:類行政 ,■関係する照会でほない。

1ヽい・いいえ

u" 取引等社係る税務 Lい取扱い等が,法令、7=争解釈通達あるいは過去に公表さ
れた筐機事例等において明らかになってtヽない。

1まい。いいえ

(11 個.々の対7'"の詳稿や取引等価櫛の算すに開する照会ではない。 liヽ ・ヽtヽ tヽえ

は1 事離照会に係る取引等は、法令等に1,機触しない又は構機のおそれがないもので
ある..

は,ヽ ■ いヽえ

はい・いいた

はい。いいえ

はtヽ ‐ いヽえ

(注)このチェックンー トの全ての凛日に該当する場合であっても、審査の結果、文書による(「1答がで

きない場合もありま●・ 蜂 細に ,́き ましては、税務署等の窓 ,■でご鶴談くださいつ.

事  "|
照会者 盤

l+r*.x.l,IriiA:rU 
I

lL f, { (t y, i1. 
l

1

住樹又は所在地
|

ltf,{Il?,{Il

(1)事前照会者が行 う,iて引等 に係 る照金 である .

`2)紺
離 (関税、とん税及び特別とん穐を除く.以下同じ̀ )に欄する法令の解釈・

適′|'その他税務 上の取扱いに関する照会でれる.

11l tヽ ・ |ヽい え

(回 事前照会に係る取引等について、関係者閣等で給争中ではない又|よ紛争のおそ
れがない4

1, 事前照会に係る取引等は、税の軽減を図ることを主襲な日的として行われる 1)
のではない.

10 .崎 の組 み合わ さた た驚引等′
'‐
部のみの●1会 ではない.



改 正 後 改 正 月|」

「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」の記載要領

1・ 2 (省 略 )

「③氏名・名称」、「④法人番号二及び「Ω総代又は法人の代表者等」

事前照会者が個人である場合には、③欄に氏名を記載してください。なお、総代が互選

されているときには、⑤欄に総代の住所又は居所及び氏名を記載してください。

事前照会者が法人や団体である場合には、③欄に名称、(2幽」基Δ重量及びΩ襴に代表

者等の住所又は居所並びに役職及び氏名を記載してください。なお、代表者等は、担当役

員でも差し支えありません。

5「Ω 同意事項等」
審査に必要な追加資料の提出や、照会内容・回答内容等の公表に関する同意事項をよく

ご確認ください。

「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」の記載要領

1・ 2 (省 略 )

3「③ 氏名・名称」及び「Ω 総代又は法人の代表者等」
事前照会者が個人である場合には、③欄に氏名を記載し.、 担里してください。なお、総

代が互選されているときには、④欄に総代の住所又は居所及び氏名を記載しェ翌里してく

ださい。

事前照会者が法人や団体である場合には、③欄に名称を、Ω欄に代表者等の住所又は居

所並びに役職及び氏名を記載し、1生羞者等の印を押してください。なお、代表者等は、担

当役員でも差し支えありません。

4 「⑤ 代理人」
税理士等の代理人を選任している場合には、その方の住所又は居所及び氏名を記載し、

押里してください。

なお、代理人は、税理士法第 2条に規定する「税理士業務」を行うことができる方にな

ります。

「Ω 同意事項等」

審査に必要な追加資料の提出や、照会内容・回答内容等の公表に関する同意事項をよく

ご確認ください。

6 「Ω 事前照会の趣旨」
個別の取引等に係る税務上の取扱い等に関する法令解釈・適用上の疑義を要約して記

載するとともに、その疑義に対する事前照会者の求める見解の内容を必ず記載してくだ

さい。

また、この相に書ききれない場合は、適宣、用紙を追加してその内容を記載し、添付し

てください (記載事項③及び◎についても、同様です。)。

4 「Ω 代理人」
税理士等の代理人を選任している場合には、その方の住所又は居所及び氏名を記載して

ください。

なお、代理人は、税理士法第 2条に規定する「税理士業務」を行うことができる方にな

ります。

6「Ω 事前照会の趣旨」
個別の取引等に係る税務上の取扱い等に関する法令解釈・適用上の疑義を要約して記

載するとともに、その疑義に対する事前照会者の求める見解の内容を必ず記載してくだ

さい。

また、この欄に書ききれない場合は、適宜、用紙を追加してその内容を記載し、添付し

てください (記載事項Ω及び⑩についても、同様です。)。



後改 正 改 正 日|]

「Ω事前照会に係る取引等の事実関係」

照会事項に関係する当事者の名称、取引等における権利・義務関係など、課税関係を

判断する上で必要と考えられる事実関係を、できる限り具体的に記載してください。

「⑩Ωの事実関係に対して事前照会者の求める見解となることの理由」

Ωの事実関係に対して法令の適用又は先例の適用等からなる事前照会者の求める見解

となることの理由を、根拠となる事例、裁判例、学説、及び既に公表されている弁護士、

税理士、公認会計士等の見解の引用も含めて、具体的、かつ、明確に記載してください。

8

「Ω 取引等に係る国税の申告期限等」

Ωの取引等に係る国税の申告期限や納期限を記載してください。なお、回答がないこと

を理由に、これらの期限が延長されることはありませんので、ご注意ください。

10「Ω 関係する法令条項等」

Ωの見解となることの理由に関係する法令及び法令解釈通達等の条項等を記載してく

ださい。

11「Ω 添付書類」

事前照会の趣旨及びその理由等の照会事項を説明するに当たり、関係する必要な資料を

添付し、その資料の名称を( )内 に簡単に記載してください。

12 (省略 )

「Ω事前照会に係る取引等の事実関係」

照会事項に関係する当事者の名称、取引等における権利・義務関係など、課税関係を

判断する上で必要と考えられる事実関係を、できる限り具体的に記載してください。

8「ΩΩの事実関係に対して事前照会者の求める見解となることの理由」

Ωの事実関係に対して法令の適用又は先例の適用等からなる事前照会者の求める見解

となることの理由を、根拠となる事例、裁判例、学説、及び既に公表されている弁護士、

税理士、公認会計士等の見解の引用も含めて、具体的、かつ、明確に記載してください。

「Ω取引等に係る国税の申告期限等」

Ωの取引等に係る国税の申告期限や納期限を記載してください。なお、回答がないこと

を理由に、これらの期限が延長されることはありませんので、ご注意ください。

10「Ω 関係する法令条項等」

Ωの見解となることの理由に関係する法令及び法令解釈通達等の条項等を記載してく

ださい。

11「Ω 添付書類」

事前照会の趣旨及びその理由等の照会事項を説明するに当たり、関係する必要な資料を

添付し、その資料の名称を( )内 に簡単に記載してください。

12 (省略)
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形 式 審 査 表
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改 正 後 改 正 nll

[形式審査表の記載要領]

1～ 3 (省 略 )

4 「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載されているかどうか

を確認した結果、「適」又は「不適」のいずれかを○で囲む。

(1)「 7」欄……税法上の承認申請 (措置法 40条事案等)等に係るもの、譲渡所得等の課税

の特例に係る事前協議、国等に対する寄附金の事前確認、独立企業間価格の算定方

法等の確認、同業者団体等からの照会に対する文書回答等、別途事務運営指針等に

より、別途処理手続が定められているものではないこと。

(2)「旦」欄……申告期限前 (源泉徴収等の場合は納期限前)の事前照会であること。

(3)「ュ」欄……事前照会者自身により実際に行われた取引等又は将来行 う予定の取引

等で個別具体的な資料の提出が可能なものに係る事前照会であって、照会の前提

とする事実関係について選択肢があるものではないこと。

0 「11」欄……調査等の手続、徴収手続及び酒類等の製造免許又は酒類の販売業免許に関
係する事前照会でないこと。

(5)「里」欄……取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去の公

表された質疑事例等において明らかになっているものに係る事前照会でないこと。

(6)「望」欄……個々の財産の評価や取引等価額の算定に関する事前照会でないこと。

(7)「」」欄……次のような性質を有するものでないこと。

イ～ヌ  (省略)

5・ 6 (省略)

[形式審査表の記載要領]

1～ 3 (省 略 )

4 「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載されているかどうか

を確認した結果、「適」又は「不適」のいずれかを○で囲む。

(1)「 8」欄……税法上の承認申請 (措置法 40条事案等)等に係るもの、譲渡所得等の課税

の特例に係る事前協議、国等に対する寄附金の事前確認、独立企業間価格の算定方法

等の確認、同業者団体等からの照会に対する文書回答等、別途事務運営指針等により、

別途処理手続が定められているものではないこと。

(2)「ュ」欄……申告期限前 (源泉徴収等の場合は納期限前)の事前照会であること。

(3)「型」欄……事前照会者自身により実際に行われた取引等又は将来行 う予定の取引

等で個別具体的な資料の提出が可能なものに係る事前照会であって、照会の前提

とする事実関係について選択肢があるものではないこと。

0 「旦」欄……調査等の手続、徴収手続及び酒類等の製造免許又は酒類の販売業免許に関
係する事前照会でないこと。

{5)「望」欄……取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去の公

表された質疑事例等において明らかになっているものに係る事前照会でないこと。

(6)「」」欄……個々の財産の評価や取引等価額の算定に関する事前照会でないこと。

(8)「里」欄……次のような性質を有するものでないこと。

イ～ヌ  (省略)

5・ 6 (省 略 )

10



改 正 後 改 正 月ll

別紙 4

(■  苺  番
全里  年

,,)

,1  1,

子口0餞 ―ロロロロ
(住所 '所在地)

___m局

継 懸 _______0

について

答)OC

(文案の例示)

様題のことについては、螢照会に係る事実関係を前提とする限り、資見のとおりで差し支えありま

せん。

ただし、次のことを中し添えます。

(1)螢照会にかかる事業関係が異なる場合又は新たな事実が生した,場合は、この回答内容と異な

る課税関係が生ずることがあります、

0 この回答内容tま   国税局としての見解であり、字前照会者の申常内容等を拘束するもので

はありません。

別紙 4

(k海 番 ,,

■塗 年 舞 ロ

〒□ロロー□口嚇卿

(住所・″f在地)

(氏名・名称)

健局

■1瞑■

について

(■ 付照会に対する国答)

(文案の例示)

標題のことについては、.ご照会に係る事実関係を前提とする限り、資見のとおりで差し支えありま

せん。

ただし、次のことを申し添えます.

(1)三照会にかかる事実関係が異なる場合又は新たな事実が生じた場合は、この回答内容と異なる

課税関係が生ずることがあります。

② この回答内容は   圏税局としての見解であり、事前照会者の申告内容等を拘束するもので

はありません。

11

(氏名・名称)

_________…………_______慇



改 正 後 改 正 月li

別紙 5

(文 書 番
'ナ

)

全ユ  ヽ  お 饉

(氏る・名称)

国税局

書瑾凛長_0

について

嘘 f」照会に対する口答)

(文案の例示)

標題のことについては、下記の理由から.費見のとおり取り教われるとは限りません。

なお、この回答内容は   鋼続局としての見解であり、事前熙会者の申告内容等を拘束するもの

ではないことを中し添えます.

議〕

(理111)

驚級5

(文 薔 番 1)

理 年

"藤

〒ロロローE3□□

(作所・所在地)

(氏名・.名称)

量

_国 税局

審理際受__■______0

:こ
ṕt｀・て

(■ fl摯会li tナる|コ 1薔 )

紋案の例示)

糠麟のこと|こついて機、下記″)理由から、貴見のとおり取り扱われるとは限りません、

なお、この回漆内容は   閥税風としての見解であり、事前照会者の申書綺容等を約某するもの

ではないことを申し添えますL

記

(理 1)

12

〒00□ -3□□□
(住所・所在地)



改 正 後 改 正 同|」

別紙 6

(■ お 綺 り)

`」

L  イ■  月  日

〒□□□―宙口0ロ
(住所・所在地)

■局

書
=晨
薇

について

筐 付照会に対する国答)

(文案の例示)

標題のことについては、復照会に係る事実関係を前撮とする限り、別添資料の回答内容と同様の取

扱いとなります。

ただし、次のことを申し添えます。

(1}理照会にかかる事実関係が異なる場合Xは新たな事業が生じた場合は、この回答内容と異な

る課税腱係が生ずることがあります。

② この回答内容は   田税局としての見解であり、事前照会者の申告内容等を拘東するもので

ttあ りません。

別紙 6

(交 書 番 ■)

上塵  年  膚  
“

〒口E〕ローロロロロ

(住所・所在地)

(氏名 。名称)

____離 局

"琺
_______=0

にン,いて

(上 付照会に対する国答)

(文案の例示)

槻層のことについては、ご照会に係る事実関係を前提とする限り、別添資料の回答内容と同様の取

扱いとなります。

ただし、次のことを申し添えます。

(1)二照会にかかる事実関係が異なる場合又は新たな事実が生した場合は、この回答内容と異なる

課税関係が生することがあります。

(2)この回答内容は   国税局としての見解であり、事前照会者の中告内容等を拘束するもので

はありません。

13

(氏名・名称)

___________.____… ._風



改 正 後 改 月|」

別紙 7

`文

書 場 け)

,和  
“

] 月  日

〒□」墜…□匡」□□

(住所・所在地)

_麟 税局

審疑課長       ゆ

文書回答の対線となる事前照会に当たらない旨のお知らせ (通知)

(文案の例示 )

寧前熙会に対する文議回答1,、照会者に文書回体を行 うとともに、その1■容を公表することにより、

同様の取引等を行う他の納税者に対して ,ヽ国級に関する法令〔′ら適用準について十脚可能41を 与える (〉

のとして、 ・定の要件に譲ヽする事前照会を対像として
`:う
こととしています。

しかしながら、全ユ1  年  月  日に収受しました躍会内容は、下配′)理由から、文審1''1常の
対象となる事箭饉会に1ユ当たりませんので、お知らせします。

駐

`■

1由 )

別紙フ

(女 番 番 ,)

I盛 年 ,」 ■

〒喰田騰―け自口働

(1'新・所在地)

_II!機 島

等 雨 or i 妙

1文書回答の対像となる〕揃 照会に',た らない旨
"お
知らせ (通知)

(文案の ,″ 示)

事前熙会に対する文書回答は、熙会者に文書回答を行うとともに、そ・
′,内容を公表することにより、

I鵡様の取引等を行 う他の納税者に劇しても国税に機するャタ令の適ア1:等について予測可能性を与えるも

のとして、一定の要1'Fに該当する事n'1照会を対凛として行うこととしています.

t″ しヽながら.翌12  年  月  日 こヽ収受 しました箱会内容は、下記の理漁から、1文書回絆′,

対象となる事前照会には当たりませんので、お知らせします。

記

(1里 11)

14

正

(氏名・名称)

_________________」 壁
(氏名・ 名林 )

__________________臆



改 正 後 改 正 月l」

別紙 8

〈:丈   警  ‐篠  サ,

`≧

盤   'Ii   ■   '1

〒ロロロ ー□ 0口 口
(住所・ 所在 地 )

(氏 7・ 名称 )

_国 統,13

審理課長________=③

寧前熙会 ,こ対する文薔 ::・ 1客の対象とならなくなった旨のお知らせ (通知)

(文案の例ホ )

事前熙会に対する文響口答は、熙会者に文書回答を1,う とともに、その内容を公表すること(、
‐
より、

日様の取り:等 を行う他の納税者に対してく硼 様に関する法令の磯用等について予測 ,職性を与えるも

のとして、 一定の要件に該当する中告期限等″子の取引等に係る事前照会を対象として行うこととして
います。

しかしながら、全■1  年  月  日に収受しよした照会内容は、 1ヾ記の颯山から、文書口答の

対象とならなくなりましたので、お知ら■|し ます.

記

(理
'1)

剛紙 8

く文  ‐薔  薔  :,)
三生甚‐  イi:   r'   日

〒ロヨローロ日口O
(■所・所在地)

(氏名・名称)

____________________________」 壁

_国 税局

審肇課長_ゆ

黎前照会に対する女警日容の対窯とならなくなった旨●お知らせ (通類)

(文業 の例ホ )

事前照会に対する文書回容 Iよ、照会者に文書回符を行うとともに、その内容を公表することにより、

同様の取引等を行う他の納襲者に対しても剛税に関する法令の濾海等なついて予測可能性を与えるも

のとして、 ‐定の事件に該当する中告期「1え都前の取引等に係る事前照会を対象として行うtと として
います。

し″ヽしながら、工」こ  年  月  日に収受しました照会内容は、下lこの理由から、文書卸客の
対象 とな らな くな りま したので、お知 らせ します。

記

(11山 )

15



(決裁参考 )

文書回答手続 (事前照会)の事務運営指針の一部改正について

文書回答手続の概要

事前照会に対する文書回答手続は、納税者サービスの一環として、個別の取引等

に係る税務上の取扱いについて、文書により回答を行うとともに、その内容を公表

することにより、同様の取引等を行う他の多数の納税者に対しても税法の適用等に

ついて予測可能性を与えることを目的として実施している。

1

2 改正点
照会者等の事務負担の軽減及び行政事務の効率化を図る観点から、照会文書への

押印を不要とするなど、平成 14年 6月 28日付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会

に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針 )」 に定める様式等を

改正する。

3 適用時期
令和 2年 10月 26日 以後に受け付けるものから適用する。



決裁 口供覧

昆語庁純孝費聖長露税鶴覇課審
理室

塁聾庁哲課111獣長【庁】) 【済】
国税庁 課税部 課税総括課 総務係 _
松山 栄里子 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

詈嚢
庁
英喬警留税巽馨警賛詳〒警

室
D勇
理第一係

国税庁 長官官房 総務課 審査企画係
二見 智子 (係長 【庁】) 【済】

審査企画係
) 【済】

別紙1参照

課
ｌ
務
庁
総
Ｉ官

房
務
官
事
官
＜
長
貴依
一

庁税
井
国
黒

件

名

「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の一部改正につ

いて (事務運営指針) 課 審 1-15

伺

い
文

事前照会に対する文書回答手続は、納税者サービスの一環として、個別の取引等に係る税務上の

取扱いについて、文書により回答を行うとともに、その内容を公表することにより、同様の取引等

を行う他の多数の納税者に対 しても税法の適用等について予測可能性を与えることを目的として実

施 している。

別紙3参照

起

案

起案日 令和03年06月 17日 受付日

部署

国税庁 課税部 課税総括
課審理室 審理総括係

決

裁

決裁処理期限日

令和03年 06月 21日

施

行

施行処理期限日

起案者 父母石 英毅 施行日 令和03年06月 21日

連絡先 施行先 各国税局長、沖縄国税事務所

長

分

類

名

称

大分類 公文書管理 (そ の他 )

中分類 訓令及び通達の立案の検討

その他の重要な経緯 施行者 国税庁長官

名称 (小分類 ) 【令和 3年 】 【審総】事務
運営指針及び事務運営指針

関係書類

取

扱

区

分

秘密区分

秘密期間終了日 格
付
け

機密性格付け

指定事由 取扱制限

保

存

行政文書保存期間 10年

令和13年 12月 31日保存期間満了時期

決

裁

・
供

覧

欄

備

考

欄

1/4

文書番号

|

決裁日

取扱上の注意



別紙 1

決
裁

・
供
覧
欄

（
別
紙

）

国税庁 長官官房 総務課
津田 優希子 (事務官 【庁】

審査企画係
) 【済】

国税庁 調査査察部 調査課
古川 勇人 (課長 【庁】) 【済】

国税庁 調査査察部 調査課
沼田 千明 (課長補佐 【庁】) 【

"斉

】

国税庁 調査査察部 調査課 総務係
原田 健史 (係長 (国税調査官)【庁】) 【後閲】 【済】

国税庁 課税部 酒税課
郷 敦 (課長 【庁】) 【済】

庁税

里
国
山

課税部 酒税課
崇 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 酒税課 総務係
川村 賢史 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税軽減税率制度対応室
福田 あづさ (室長) 【後閲】 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税軽減税率制度対応室
竹中 茉莉子 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税軽減税率制度対応室 総括係
原岡 昌幸 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税室
松山 清人 (室長) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税室
濱田 正義 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税室 消費税第一係
鴫原 憲司 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

庁税
邊
国
渡

課税部 資産評価企画官
秀雄 (資産評価企画官) 【済】

国税庁 課税部 資産評価企画官
北川 了浩 (資産評価企画官補佐) 【済】

庁税
上
国
井

課税部 資産評価企画官 評価係
哲裕 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 法人課税課
田島 伸二 (課長 【庁】) 【済】

庁税
畑
国
田

課税部 法人課税課
仁 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 法人課税課 総務係
川合 敬― (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 資産課税課
西野 享太郎 (課長 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 資産課税課
尾張 佳也 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 資産課税課 総務係
園田 裕亮 (係長 (国税実査官)【庁】 ) 【済】

2/4



決
裁

・
供
覧
欄

（
別
紙
）

庁税
良
国
上

課税部 個人課税課
睦彦 (課長 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 個人課税課
松井 めぐみ (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁
佐ノ木

課税部 個人課税課 総務係
隼人 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

税
平
　
税
佐

国
小
　
国
岩

庁 課税部 課税総括課
忠久 (課長 【庁】) 【済】

庁 課税部 課税総括課
由加里 (企画調整官) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課
酒井 秀行 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課 調整係
福井 健広 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁
関野 和

括
庁
総
Ｉ
税
佐
課
補長

部
課
税
＜
課
宏

課審理室
】) 【済】

国税庁
山中 英

課
専画

部
企
税
＜
課
司

税総括課審理室
門官 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
敦嗣 (課長補佐 【庁】) 【後閲】尾 【済】

庁税
内
国
池

課税部 課税総括課審理室
学 (企画専門官 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
鈴木 憲太郎 (企画専門官 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室 審理第五係
石井 孝 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室 審理第四係
林 賢輔 (係長 (国税実査官)【庁】) 【後閲】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
安部 幸紀 【後閲】

国税庁 課税部 課税総括課審理室 審理第二係
二摩 真矢 (係長 (国税実査官)【庁】) 【後閲】

庁税
村
国
徳

課税部 課税総括課審理室 審理第一係
典明 (係長 (国税実査官)【庁】) 【後閲】

3/4

別紙 1



別紙3

伺

い
文

（
別

紙

）

今回、この文書回答手続について、納税者利便の一層の向上の観点から、所要の整備を行い、現
行の事務運営指針を別案のとおり改正することとしたい。
(注 )「『同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について』の一部改正につ
いて (事務運営指針 )」 については、本事務運営指針の改正と同時に発遣することを予定 している

4/4



課 審 1-●

課 総 2-●

課 個 1-●

課 資 1-●

課 法 1-●

課 酒 1-●

課 評 1-●

課 消 1-●

課 軽 1-●

査 調 ¬ 一 ●

令和3年 6月 ●日

各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長
殿

国 税 庁 長 官

(官印省略)

「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」

の一部改正について (事務運営指針 )

標題のことについては、平成14年 6月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文

書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の一部を下記のとおり改正したから、令

和 3年 7月 1日 以後に受け付ける事前照会に対する文書回答手続等については、これにより適

切に実施されたい。

(趣旨)

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について、納税者利便の一層の向上の観点から、

所要の整備を行うものである。

別紙 「新旧対照表」の「改正前」欄に掲げる部分を「改正後」欄のように改める。

記



(別紙 )
新 旧 対 照 表

(注)ア ンダーラインを付した部分は、改正部分である。

改 正 後 改 正 胃|」

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針)

1 文書回答を行 う対象となる事前照会の範囲
文書回答の趣旨を踏まえ、次の要件の全てを満たす事前照会に対して、

事前照会者の求める見解への回答を文書により行 うこととする。

ただし、国税に関する法令に定める承認申請等に係るもの、譲渡所得等

の課税の特例に係る事前協議、国等に対する寄附金の事前確認、独立企業

間価格の算定方法等の確認、同業者団体等からの照会に対する文書回答な

ど、それぞれの趣旨 。目的に基づいて別途事務運営指針等により手続が定

められているものについては、当該事務運営指針等によることに留意す

る。

(1)事前照会者が行 う取引等に係る国税に関する法令 (法令の改正過程に

あるもの 除く。 ) の解釈・適用その他税務上の取扱いに関する事前照

会であること

(2)～(8)(省略)
(9)以上のほか、事前照会の内容が次に掲げるような性質を有しないもの

であること

イ 実地確認や取引等関係者等への照会等による事実関係の認定を必要
とするもの (同族会社等の行為又は計算の否認等の認 を必 要 とす る

ものを含む。)
口 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの二当
該法令等により決定されるべき事項が未解決であるものを含む。 )

ハ～ホ  (省略)
二凱塗L

二ШttL
ヘ ー連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの

1 文書回答を行う対象となる事前照会の範囲

文書回答の趣旨を踏まえ、次の要件の全てを満たす事前照会に対して、

事前照会者の求める見解への回答を文書により行うこととする。

ただし、国税に関する法令に定める承認申請等に係るもの、譲渡所得等

の課税の特例に係る事前協議、国等に対する寄附金の事前確認、独立企業

間価格の算定方法等の確認、同業者団体等からの照会に対する文書回答な

ど、それぞれの趣旨・目的に基づいて別途事務運営指針等により手続が定

められているものについては、当該事務運営指針等によることに留意す

る。

(1)事前照会者が行う取引等に係る国税に関する法令の解釈・適用その他

税務上の取扱いに関する事前照会であること

(2)～(8)(同左)
(9)以上のほか、事前照会の内容が次に掲げるような性質を有しないもの

であること

イ 実地確認や取引等関係者等への照会等による事実関係の認定を必要
とするもの

ハ～ホ  (同左 )
へ 同族会社等の行 又は計算の否認等に関わる取引等、通常の経済取
引としては不合理と認められるもの

卜
一チ

税の軽減を主要 目的とするもの

一連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針)

口 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの



改 正 後 改 正 月ll

卜 事前照会者や事前照会に係る取引等関係者が、租税条約における明
確な情報交換協定がない等、我が国の国税当局による情報収集や事実

確認が困難な国や地域の居住者等 (当該国、地域に住所又は居所を有

する個人及び当該国、地域に本店又は主たる事務所を有する法人をい

う。)であるもの

二 審査の途中において、照会の前提とする事実関係が合理的な理由な
く変更されるものや審査後において、当該 実関係を合理的な理由な

く変更し再度照会するもの

2_ 上記イから二までに掲げるもののほか、回答内容が不 曲 して宣伝 さ
れるおそれがあるなど、本手続による文書回答が適切でないと認めら

れるもの

(削除L

2～ 7(省略 )

リ 事前照会者や事前照会に係る取引等関係者が、租税条約における明

確な情報交換協定がない等、我が国の国税当局による情報収集や事実

確認が困難な国や地域の居住者等 (当該国、地域に住所又は居所を有

する個人及び当該国、地域に本店又は主たる事務所を有する法人をい

う。)であるもの
審査の途中において、照会の前提とする事実関係が合理的な理由な

く変更されるもの

ヌ

ル 上記イからヌまでに掲げるもののほか、本手続による文書回答が適
切でないと認められるもの

二皿二と

Ω 回答内容が歪曲して宣伝される等 、文書 回答が、国税に関する法

令の適用等についての予測可能性を与えるとい う本来の目的に反す

る形 で禾ll用 さオしるお そ オtカ あゞ る場合

② 事前照全の11虚_と生登_匡[税上≡‐ i■生法令以外の法令笠により決定

されるべき事項カゞ労く角7決である場合

Ω 法令の改正過程にあるものであり、現状における文書回答が困_難

であ_る_嚇全
2～ 7 (同 左 )

つ

４



改 後 改 正 月ll

別機 1-■

チ ェ ッ ク シ ー ト

(取31等に係る税務上の取扱い等に関する事前田会用)

このチ,,ッ タ7~卜 :●、
`鷺
撃鮮に係う機‐擁上の燎撤い等に関する事前颯会」を提出するに喘たoて、

事前臓会の内客裕が文書:こよる臓答の対象であるかどうかを難鶴していただくための :一般的な事哄,

を譲とめたt,ので`'ヽ

饉総が終↑,り ■したら,照幾メ1書た鮮鷲て擁:1(し てください。

(注
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D 熙会内容及び回答内奮が公表されることについて、取り:饉0熙係議の了解t得
ること、及び傾に象

'格

ゆ鱒爆楷簡で穀争が起こつた場合には、事鮒照会者の責

(■において処理するこれこ阿霧する。

1よい .1｀いた

、1(1 爛憲
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1-4

チ  ェ  ッ ク シ ト

〈取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会用 ,

この
'メ
ックシート

`■

、r鷹

'1等

:1簾る機構■い取機い等:尋離する事続蹴会,を提ll。 |‐うにヽたつて,

事潮照会の内容等が1文書による回擦0対鱗であ篠かどうめ'を確なしていただくための
'‐

‐般的な事嘔」

をまとめたものです・
鱗露が終,I)り 薇Lたら、驚会メ彙 絆せて構出してくだきヽ ■

(注)このチェッタシートの全ての項鶴に篠葛する機含であつても、審査の結果.文書によう回薔がで

きない場合もあります (諄檸につきましては、模惨藩等の意1,で ご機螢くださtヽ、).
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簾会者 :lい _く ,|,■
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節膚そ7,他機勝 I=の■板いに問する籐会である.
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ゆ 機会内歯及び口書内容が公表されることについて、聯,l等の理係者の7,Vを得
ること、及び僚に取引等の関係薔関で4"争が爆こつた場合に,■.事績鷹会者の青

鶴において処理することに日意する.
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後改 改 正 日:」

別1糸氏2

1～ 3 (省 略)
4 「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載さ
れているかどうかを確認 した結果、「適」又は「不適」のいずれかを○で

囲む。

(1)～(6)(省略 )
(7)「 13」 欄……次のような性質を有するものでないこと。
イ 実地確認や取引等関係者等への照会等による事実関係の認定を必要
とするもの (同族会社等の行為又は計算の否認等の認 を必 要 とす る

ものを含む。)
ロ 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの二当

該法令等により 定されるべき事項が未解決であるものを含む。 )

ハ ・  ニ

(削塗L
(省略 )

二ШttL
ホ ー連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの
へ 事前照会者や事前照会に係る取引等関係者が、租税条約における明
確な情報交換協定がない等、我が国の国税当局による情報収集や事実

確認が困難な国や地域の居住者等であるもの

_上 審査の途中において、照会の前提とする事実関係が合理的な理由な

ll紙 2

[形式審査表の記載要領]

1～ 3 (同左 )
4 「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載さ
れているかどうかを確認した結果、「適」又は「不適」のいずれかを○で

囲む。

(1)～(6)(同左)
(7)「 13」 欄……次のような性質を有するものでないこと。

イ 実地確認や取引等関係者等への照会等による事実関係の認定を必要
とするもの

ロ 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの

ハ  ・ ニユ (同左 )

ホ 同族会社等の行為又は計算の否認 :
等に関わる取引等、通常の経済取

引としては不合理 認められるもの。

税の軽減を主要 目的 とす る もの

上 一連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの
チ 事前照会者や事前照会に係る取引等関係者が、租税条約における明
確な情報交換協定がない等、我が国の国税当局による情報収集や事実

確認が困難な国や地域の居住者等であるもの

2_ 審査の途中において、照会の前提とする事実関係が合理的な理由な
く変更されるもの

ヌ 上記のほか、本手続による回答が適切でないと認められるもの

(例示 )

Ω 文書回答が、税法の適用等についての予測可 を与えるとい 9

本来の目的 lこ反する形で利用されるおそれがある場合

② 他の法令等により

場合

決定されるベ 前提となる事項が 決である

′
４

正

[形式審査表の記載要領]

く変更されるもの生豊塾:後上菫塾_ョ■_当該壺:塞:塁]』

`壺

撃:コ:聾:ユ生2塁豊ム

く変更し再塵照会す全もの

二 上記のほか、厘!窒L内」査至二IL]ニコ⊆聾:曇望123整丞LttLユ主圭過_塗_ど。_本
手続による回答が適切でないと認められるもの

二凱塗L



改 正 後 改 正 月li

5。 6(省略 ) 5・ 6

Ω L`型 ]幽 :壺L』]題玉lttL2_=旦!医L豊:」:と廻 :望:聖L≦l二と
る湯全
(同左 )

′~ヽ
ヽ

5



(決裁参考 )

文書回答手続 (事前照会)の事務運営指針の一部改正について

1 文書回答手続の概要

事前照会に対する文書回答手続は、納税者サービスの一環として、個別の取引等

に係る税務上の取扱いについて、文書により回答を行うとともに、その内容を公表

することにより、同様の取引等を行う他の多数の納税者に対しても税法の適用等に

ついて予測可能性を与えることを目的として実施している。

2 改正点
文書回答の対象となる事前照会等の範囲については、照会内容を公表することに

より納税者の予測可能性を向上させるという文書回答手続の趣旨や濫用防止の観

点から、複数の要件が定められている。

この要件については、①項目が多く、類似するものがある、②抽象的な表現もあ

り、文書回答の対象になるかどうかの判断が難しい、といった意見が寄せられてい

たところ。

このような意見を踏まえ、今般、この要件のうち、類似する要件を統合するとも

に、「税の軽減を主要な目的とするもの」のように、事前照会の段階において確定

的に判断が困難な要件を削除するなど、要件の整理・合理化を行うこととしたい。

3 適用時期
令和 3年 フ月 1日 以後に受け付けるものから適用する。
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課 審 1-●

課 総 2-●

令和 5年 6月 ●日

各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長
殿

国 税 庁 長 官

(官 印 省 略)

「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改正について (事務運営指針)

標題のことについては、平成 14年 6月 28日 付課審 1-14ほか8課共同「事前照会に対する文書回答

の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の一部を下記のとおり改正したから、令和 5年 7月 10日

以降はこれによられたい。

(趣旨)

令和 5年度機構改正による沖縄国税事務所への審理官設置等に伴い、所要の整備を行うものである。

別紙「新旧対照表」の「改正前」欄に掲げる部分を「改正後」欄のように改める。

記



別紙

新 旧 対 照 表

(注)下線を付した箇所が改正部分である。

改   正   後 改   正   前

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針)

1 (略 )

2 事務処理体制の概要

事前照会に対する文書回答に係る事務処理体制の概要については、次の

とおりとする。

(1)(略 )
(2)局における審査事務の体制

署又は局の部署で受け付けた事前照会は、局の審理課 (審理課が設置

されていない局にあっては宣型宣をいう。以下同じ。)で審査を担当する

が、この場合、局のE塁型墨重選_蔓型塑幽董&笙a江ユ、個人課税課、資
産課税課、資産評価官、法人課税課、消費税課及び調査管理課 (以下「主

務課等」という。)と 必要に応じて協議を行うこととする。

ただし、酒税に関する審査等は、局の酒税課において行う。

(3)(略 )

3～ 5 (略 )

6 回答及び公表

(1)回答
実質審査を了した場合には、関係主務課等にあらかじめ処理案を回付

し、必要に応じ協議した上で、関係主務課等との合議により決裁を了し

た後、その審査結果に応じて、それぞれイからハにより処理する。

なお、文書回答は局の審理課長名 (審理課が設置されていない局にあ

っては豊]堕虚色)又は酒税課長名 (沖縄国税事務所にあつては、間税課

長名)で行うこととする。

7 (略 )

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針)

1 (同 左 )

2 事務処理体制の概要

事前照会に対する文書回答に係る事務処理体制の概要については、次の

とおりとする。

(1)(同左)
(2)局における審査事務の体制

署又は局の部署で受け付けた事前照会は、局の審理課 (審理課が設置

されていない局にあっては審理官、■縄国税事務所にあっては課税総括

課をいう。以下同じ。)で審査を担当するが、この場合、局の

“

、

個人課税課、資産課税課、資産評価官、法人課税課、消費税課及び調査管

理課 (以下「主務課等」という。)と 必要に応じて協議を行うこととする。

ただし、酒税に関する審査等は、局の酒税課において行う。

(3)(同左)

3～ 5 (同 左 )

6 回答及び公表

(1)回答
実質審査を了した場合には、関係主務課等にあらかじめ処理案を回付

し、必要に応じ協議した上で、関係主務課等との合議により決裁を了し

た後、その審査結果に応じて、それぞれイからハにより処理する。

なお、文書回答は局の審理課長名 (審理課が設置されていない局にあ

っては審理官名、沖縄国税事務所にあっては課税総括課長名)又は酒税
課長名 (沖縄国税事務所にあっては、間税課長名)で行うこととする。

7 (同 左 )
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別紙 1・ 2 (略 ) 別紙 1・ 2 (同 左)
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別紙 3

文書回答等を行う事前照会の事績整理票

事案番 号 税 日 □申告所得税 □源泉所得税 □議波・山林所得 口桐続,・ 贈与税 □法人税 □消費税・間接議税 □洒税 □その他 ( )

局担 当者 (関係課 ) 局    課 課 課

照会者
□納税者

□そのlL

(照会者名)

(役 職等 )

(代 理人 )

照会年月 日 年 月 日

審査開始日 年 月 日

処理年月 日 年 月 日

照会事項

【照会要旨】

【回答要旨】

処理態様 □文書回答 □非文書回答 (口頭回答 :□有・□無) 非文書回答の理由 (事務運営指針の基準に該当しなかった項目を記載)
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